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会社概要
1943 年創立以来 70 年以上にわたって自動化技術
や流体制御技術の研究開発に取り組み、暮らしのあ
らゆるシーンで何気なく使用している商品に CKD
の技術が活かされています。さらに今、環境やエネ
ルギーといった新たな時代の課題解決に向けた製品
の開発にも積極的に取り組んでいます。

連結業績推移

社 名

設 立

資 本 金

従 業 員 数

売 上 高

株 式 上 場

CKD株式会社

1943年４月２日

110億16百万円

3,594名（16年3月末連結）

881億17百万円（16年3月末）

東証、名証１部

事 業 内 容 自動機械装置および省力機器、空気圧制御
機器、駆動機器、空気圧関連機器、ファイン
システム機器、流体制御機器など機能機器
の開発・製造・販売・輸出

本 社 〒485-8551　
愛知県小牧市応時二丁目250番地
代表電話（0568）77-1111

●売上高（億円）

●経常利益（億円）

●営業利益（億円）
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編集方針
「CSR レポート 2016」は、ステークホルダーの
皆様に、CKD グループの企業活動が経済面、社会面、
環境面において、どのような関わりを持っているの
かを理解していただくために発行しました。

【報告対象組織】
原則として CKD グループ連結対象会社

【報告対象範囲】
2015 年４月１日～ 2016 年３月 31 日を原則と
していますが、より詳しい内容を知っていただくた
め、それ以前またはそれ以降の取り組みも一部含ん
でいます。
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事務所 5箇所
 シカゴ・シンシナティ・サンノゼ
 サンアントニオ・デトロイト

アメリカ
CKD USA CORPORATION12

事務所 1箇所
 ケレタロ

メキシコ
CKD MEXICO, S. de R.L. de C.V.13

NORTH AMERICANORTH AMERICA

台湾喜開理股　有限公司

事務所 28箇所
 上海浦西・上海浦東・寧波・杭州
 無錫・蘇州・昆山・南京・広州
 東莞・厦門・烟台・重慶・西安
 成都・武漢・長沙・鄭州・北京
 天津・長春・大連・藩陽・青島
 済南・深　西・深　東・合肥　

工   場 １箇所

中華人民共和国
喜開理(中国)有限公司

喜開理(上海)機器有限公司CKDイギリス事務所
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大韓民国

CKD KOREA CORPORATION

CKD SINGAPORE PTE. LTD.
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工   場 １箇所
事務所 3箇所
 シャーラム・ジョホールバル
 ペナン

マレーシア

M-CKD PRECISION SDN. BHD.

シンガポール

工   場 １箇所
事務所 ９箇所
 バンコク・ラヨーン・ナバナコン
 アマタナコン・イースタンシーボード
 コラート・ランプーン・プラチンブリ
 サラブリ

タイ

CKD THAI CORPORATION LTD.

インドネシア
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販売拠点
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CKD VIETNAM　ENGINEERING Co.,LTD.
事務所 １箇所
 ハノイ

ベトナム
9

PT.CKD TRADING INDONESIA
事務所 １箇所
 ジャカルタ

10

PT CKD MANUFACTURING INDONESIA
工   場 １箇所

5

インド
CKD INDIA PTE. LTD.
事務所 １箇所
 グルガオン

11

2
3

3
5

7
8

4
6

●自動機械東京営業部
●東部営業部
 仙台営業所・宇都宮営業所・北上営業所
 山形営業所・太田営業所・郡山出張所
●東京営業部
 東京営業所・立川営業所・茨城営業所・千葉営業所
 さいたま営業所・長岡営業所・札幌駐在所
●南関東営業部
 横浜営業所・厚木営業所・甲府営業所

●自動機械名古屋営業部
●自動機械海外営業部
●名古屋営業部
 名古屋営業所・小牧営業所・松本営業所
 富山営業所・金沢営業所・四日市営業所・上田駐在所
●東海営業部
 豊田営業所・三河営業所・浜松営業所・静岡営業所

●自動機械大阪営業部
●大阪営業部
 大阪営業所・大阪東営業所・滋賀営業所
 京都営業所・奈良営業所・神戸営業所
●西部営業部
 広島営業所・岡山営業所・山口営業所・高松営業所
 松山営業所・福岡営業所・北九州営業所・熊本営業所

大
阪
支
店

名
古
屋
支
店

東
京
支
店

半導体製造装置向け機器などの
流体制御機器の生産工場

小牧本社工場

自動機械・FA事業のメイン工場

国内外のニーズに対応する
空気圧機器のメイン工場

高機能・高性能をめざす
空気圧シリンダのメイン工場

EUROPEEUROPE ASIAASIA

主要事業拠点
お客様のもとへ最適な商品とサービスを迅速・確実にお届けするため、国内外にきめ細かなネットワークを構築。
世界中でお客様を強力にサポートしています。
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さまざまな機械の中や、工場の生産ラインに組み込まれる製品や、
生活を便利に快適にするための製品

自動で組立や包装をする機械と、その機械に組み込まれる装置

食品や医薬品を包装する機械

例えば、病院で処方される錠剤など。
１錠１錠をポケットのような樹脂
フィルムに入れて包装するのも
CKD の機械です。

リチウムイオン電池の製造やプリ
ント基板のはんだを検査する機械

蛍光灯、自動車球などの照明を
作る機械

水・空気・ガス・蒸気・油など流したり止めたり、
必要な量に調整や、必要な量を測るための製品

流体制御機器の中でも、半
導体・液晶などの製造工程
で使用できる製品

例えば、洗車機。ボタンを押すと一定量の水が出てきて洗
車を始めます。その水を出したり・止めたりしているのも
CKD の製品が使われています。

物を動かしたり、つかんだり、組み立てたりするた
めの製品とそれを動作させるための製品

製品の動力として、空気（圧
縮空気）の力を利用するも
の

製品の動力として、電気を
利用するもの

空気圧制御機器
空気圧バルブ

駆動機器
空気圧シリンダ

空気圧関連機器
FRL
ドライヤなど

省力機器
ダイレクトドライブモータ
インデックスユニット

駆動機器
電動アクチュエータ

ファインシステム機器
プロセスガス用バルブ
薬液用バルブ
高真空機器

例えば、車を作る工場。自動車は、一台一台人間が手作業
で作っているわけではありません。
自動車を作るために、使われている産業用機械装置や産業
用機器として CKD の製品が使われています。 

例えば、スマートフォンや携帯電話
の電池パック。この電池パックを作
るための機械も CKD 製品です。

例えば、部屋を照らす蛍光灯、車の
ヘッドライトなど。身近で見られる
照明機器をはじめ、産業分野で使用
される電子管の製造も CKD の機械
です。

錠剤の他にも、注射器などの医療機
器の包装や、ゼリーなどの食品の包
装をする機械

包装機械
薬品用包装機
医療用包装機
食品用包装機

リチウムイオン電池の核となる素子
を製造する機械や、プリント基板の
クリームはんだの検査をする機械

産業機械
リチウムイオン電池用巻回機
三次元はんだ印刷検査機

各種電球、蛍光灯、自動車球などの
ランプ製造の他に、その技術を応用
した電子管を製造する機械

照明機械
ランプ製造装置

流体制御機器
流体制御バルブ
薬液用バルブ

使用できる流体は、水・温
水・乾燥空気・蒸気・油・
灯油・真空・クーラント液・
薬液・燃焼ガスなど

主要製品紹介主要製品紹介
機器 自動機械

自動車・家電・半導体など、あらゆる産業分野の自動化に貢献する製造メーカーです。
その独自の最先端技術は、国内のみならず世界のモノづくりの現場で高い評価をいただき、
多くの技術分野で豊富な実績を有しています。
主要な製品は大きく２つに分かれています。
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代表取締役社長

トップコミットメント

はじめに、今年 4 月に発生しました熊本地震に
より被災されました方々には心よりお見舞い申し上
げると共に、被災地の復旧をお祈りいたします。

私たち CKD は今後大きな変化を遂げていく市
場環境に対応するために、10 年 VISION を策定
いたしました。10 年先を見据えたうえで流体制御
と自動化のパイオニアとして「世界の FA トータル
サプライヤー」を目標に定め、企業の成長と共に
事業を通じたさらなる社会貢献と持続可能な社会
の実現に努めてまいります。

2015 年 度までの中 期 経 営 計 画「GLOBAL 
CKD 2015 」では「商品・販売・生産のグロー
バル化」に取り組み、アジアを中心に販売・生産
拠点の整備・拡充や国内工場のマザー工場化を推
進することにより、目標を達成する事ができました。

2016 年度からは 10 年 VISION をベースに、
変化を素早くつかみ、それに対応して大きなビジネ
スチャンスに繋げていくために、3 つの基本方針
を 掲 げ た 新 中 期 経 営 計 画「Challenge CKD 
2018」をスタートさせました。
① 新しい事業と新しい市場に挑戦
② 国内 No.1商品をグローバル No.1に進化
③ 事業基盤の拡大

これらの実現のために高い目標に向かって果敢に
挑戦を続け、その結果生み出される新しい価値を
世界に示していきます。

はじめに、今年 4 月に発生しました熊本地震に
より被災されました方々には心よりお見舞い申し上
げると共に、被災地の復旧をお祈りいたします。

私たち CKD は今後大きな変化を遂げていく市
場環境に対応するために、10 年 VISION を策定
いたしました。10 年先を見据えたうえで流体制御
と自動化のパイオニアとして「世界の FA トータル
サプライヤー」を目標に定め、企業の成長と共に
事業を通じたさらなる社会貢献と持続可能な社会
の実現に努めてまいります。

2015 年 度までの中 期 経 営 計 画「GLOBAL 
CKD 2015 」では「商品・販売・生産のグロー
バル化」に取り組み、アジアを中心に販売・生産
拠点の整備・拡充や国内工場のマザー工場化を推
進することにより、目標を達成する事ができました。

2016 年度からは 10 年 VISION をベースに、
変化を素早くつかみ、それに対応して大きなビジネ
スチャンスに繋げていくために、3 つの基本方針
を 掲 げ た 新 中 期 経 営 計 画「Challenge CKD 
2018」をスタートさせました。
① 新しい事業と新しい市場に挑戦
② 国内 No.1商品をグローバル No.1に進化
③ 事業基盤の拡大

これらの実現のために高い目標に向かって果敢に
挑戦を続け、その結果生み出される新しい価値を
世界に示していきます。
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当社は社会貢献の基本方針を「良き企業市民として社
会とのかかわりを大切にし、社会貢献活動を推進し、豊
かな社会づくりに貢献します。」と定めております。

その基本方針には次世代育成・環境保全への貢献が
あり、小学生を対象にした「理科教室」の開催、社員と
その家族による「森づくり活動」「地域の清掃活動」に
取り組んでいます。また発生から 5 年が経過した東日本
大震災に対しては被災した子供の教育支援や海岸林再生
に取り組む団体への支援を継続しております。

熊本地震に対しましては自然災害に対する社員の募金
システムをイントラネット内に構 築し、結 果として
924,600 円の寄付を集める事ができました。

今後も社員自らが社会に貢献する活動に取り組むこと
を期待しています。

今年 4 月 1 日より女性活躍推進法が制定されました。
CKD も行動計画や目標を明確にし、これまで以上に女
性社員が力を発揮できるよう仕組みやルールの改善に取
り組んでいます。

また高いレベルの知識・技術を持ち合わせているシニ
ア社員の活躍の場として熟練の技を若手社員に伝承でき
る仕組みづくりを進めています。

2016 年度の方針スローガンを「Be a Challenger」
とし、社員全員が新しいことに挑戦する意欲を持ち前向
きに取り組んでまいります。

引き続き変わらぬご支援とご指導を賜りますようお願
い申し上げます。

2016 年 8 月
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企業理念

経営理念

行動規準

CKDのCSR
本業を通じて持続可能な社会の実現に貢献していくため、CSR 経営に基づいた
企業理念、経営理念を掲げて CSR 活動を推進しています。
企業理念、経営理念、行動規準に基づき、企業としてステークホルダーの皆様に対して
果たすべき「法的責任」、「倫理的責任」、「経済的責任」、「社会貢献的責任」を的確に遂行しています。

 1. 社会的責任の自覚
 2. 誠実な行動
 3. 法の順守
 4. 情報の開示
 5. 環境保全
 6. 顧客志向
 7. 技術革新への挑戦
 8. 人材重視
 9. 適正な業務遂行と改革
 10. 組織力の発揮

行動規準

 1. 社会的責任の自覚
 2. 地球環境への配慮
 3. 顧客志向の徹底
 4. 技術革新への挑戦
 5. 人材重視の企業風土

経営理念

私達は創造的な知恵と技術で
流体制御と自動化を革新し
豊かな社会づくりに貢献します。

企業理念

2005年 11月 CSR推進委員会の設置
2006年 1月 CSR経営に基づいた新しい
  企業理念・経営理念の制定
2006年 3月 専任部署「CSR推進室」を設置
2007年 4月 企業理念・経営理念を実現する
  ための行動規準の制定
2012年 4月 行動基準マニュアルの発行
2014年 9月 社会貢献の基本方針の制定

地球環境

地域社会

株主様・投資家様

従業員・家族

お取引先様

お客様

地球環境保全を最重要課題と認識し、
事業を通じて省エネ・省資源化を進めます。

地域社会と共存し、地域の発展に貢献できる企業を
目指します。

積極的な情報開示と対話に努め、透明性を確保して
継続的に利益を還元し続けます。

全ての従業員が生きがいを持ち、健康で安全に
働ける職場作りを目指します。

公平・公正な取引きによりパートナーシップを強め、
取引先との相互発展を目指します。

安全・品質を重視し、地球環境に配慮してお客様に
ご満足いただける商品･サービスを提供します。

ステークホルダーの皆様への責任
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CKDのCSR
本業を通じて持続可能な社会の実現に貢献していくため、CSR 経営に基づいた
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 8. 人材重視
 9. 適正な業務遂行と改革
 10. 組織力の発揮

行動規準

 1. 社会的責任の自覚
 2. 地球環境への配慮
 3. 顧客志向の徹底
 4. 技術革新への挑戦
 5. 人材重視の企業風土

経営理念

私達は創造的な知恵と技術で
流体制御と自動化を革新し
豊かな社会づくりに貢献します。

企業理念

2005年 11月 CSR推進委員会の設置
2006年 1月 CSR経営に基づいた新しい
  企業理念・経営理念の制定
2006年 3月 専任部署「CSR推進室」を設置
2007年 4月 企業理念・経営理念を実現する
  ための行動規準の制定
2012年 4月 行動基準マニュアルの発行
2014年 9月 社会貢献の基本方針の制定

地球環境

地域社会

株主様・投資家様

従業員・家族

お取引先様

お客様

地球環境保全を最重要課題と認識し、
事業を通じて省エネ・省資源化を進めます。

地域社会と共存し、地域の発展に貢献できる企業を
目指します。

積極的な情報開示と対話に努め、透明性を確保して
継続的に利益を還元し続けます。

全ての従業員が生きがいを持ち、健康で安全に
働ける職場作りを目指します。

公平・公正な取引きによりパートナーシップを強め、
取引先との相互発展を目指します。

安全・品質を重視し、地球環境に配慮してお客様に
ご満足いただける商品･サービスを提供します。

ステークホルダーの皆様への責任
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「信頼」「健全」を第一に考えて企業活動を行っています。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
当社グループでは、グループ企業に多種多様な利害関

係のある株主、取引先、金融機関、地域社会等の皆様（ス
テークホルダーの皆様）と良好な関係を築き、信頼され
続ける企業となるために、健全で効率的な経営を実現し、
経営内容の透明性を高めるための仕組みとしてコーポ
レート・ガバナンスを、一層充実してまいりたいと考え
ています。

内部統制システム
当社は、内部統制システムの基本方針を定め、当社グ

ループのコーポレート・ガバナンスの充実を図っていま
す。

監視機能
当社の監査役会は、社外監査役３名を含む４名の監査

役で構成されています。各監査役は、監査役会で策定さ
れた監査方針および監査計画に基づき、取締役会をはじ
めとする重要な会議への出席や、業務および財産の状況
調査を通して、取締役の職務執行を監査しており、内部
監査部門および会計監査人とは、定期的または必要の都
度、情報交換を行うことにより連携を図っています。

推進体制
当社は、企業価値を継続的に高めていくために、経営

の迅速な意思決定が重要な課題の一つであると認識して
います。毎月行う取締役会のほか、役員を中心に構成す
る「常務会」を開催し、急激な経営環境の変化に対応し
ています。また、経営会議では、取締役および部門長出
席のもとで、経営課題の討議、事業環境の分析、業績計
画の進捗状況の報告などを通じて、情報を共有し経営判
断に反映させています。

経営の透明性・客観性を担保するために、取締役６名
のうち２名を社外取締役としています。また取締役の任
期を１年として、経営責任を明確化しています。

さらに、コーポレート・ガバナンスを充実させていく
ために、ステークホルダーの皆様方とのコミュニケーショ
ンが重要であると考え、日常の IR 活動のほか、ホームペー
ジなどを通じて経営、財務情報等の提供を積極的に行っ
ています。

基本方針
1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制

5. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制

6. 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場
合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役から
の独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

7. 当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告するた
めの体制その他の監査役への報告に関する体制、報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制

8. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

●コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメントの考え方
当社は、事業の継続と企業価値の向上を確保していく

ために企業活動に付随する様々なリスクを識別し、その
リスクを適正に評価したうえで、効率的かつ効果的な経
営活動を行っています。

リスクマネジメント推進体制
リスクマネジメントの推進体制などを定めた「リスク

管理規程」を制定するとともに、リスク管理を推進する
ためリスク管理委員会を取締役会直轄の組織として設置
しています。リスク管理委員会は、以下の業務を行って
おります。

a） リスクの識別方法、評価方法、対応方法の検討
 およびリスク対応方法の決定
b） リスク対応方法の実行結果の評価およびそれに
 基づく是正処置の検討
c） 全社徹底事項の指示、連絡、要請等
d） リスク管理委員会で決定した事項の監査および
 モニタリング
e） 取締役会または常務会への報告

リスクへの対応
当社は、リスクを５つに大分類して識別し、リスク管

理委員会および委員で、リスクの評価、特定、対応方法
の決定を行っています。
( 識別 )
a) 企業経営を取り巻くリスク
b) 恣意的攻撃に係わるリスク
c) 自然災害、偶発的に発生するリスク
d) 事業戦略における経営上の意思決定に係わるリスク
e) 事業運営における業務遂行に係わるリスク

（評価）
識別されたリスクについて、発生する可能性と実際に発
生した時の影響度を測定する。

（特定）
評価されたリスクについて、重要度と優先度からリスク
を特定する。 

（対応方法の決定）
a) 移転… 保険や契約等によりリスクを他へ転嫁する。
b) 回避… リスク発生に係わる行動および事業活動を 
  止める。
c) 分散… 損失対象となる経営資源を小単位とする。
d) 軽減… リスクを軽減させる処置を講ずる。
e) 受容… 上記の方針をとらず、リスクをそのまま受け 
  入れる。

2015 年度は 6 件のリスクを採り上げ、対応方法の検
討をしました。

BCP の策定
大規模な地震・火災・台風等、甚大な被害が発生した

場合に備えて、人命の安全を最優先に考え、地域の皆様
やお取引先様の復旧支援と自社の事業を継続させるため
に BCP（事業継続計画）を策定しています。
＜主な取り組み＞
・各種訓練の実施（初動対応訓練、事業復旧訓練、避難訓
  練、救急訓練、消火訓練など）
・備品の準備（帰宅支援セット、備蓄米、保存水、発電機
  など）
・お取引先様向け BCP 策定セミナー開催

情報セキュリティの考え方
情報セキュリティとは、コンピュータや情報の安全性

を守り、適切に活用できる状態を指し、機密性、完全性、
可用性の３つの要素に分けて捉えることができます。

当社では、技術情報、図面情報など機密情報の情報セ
キュリティレベル向上に努めているほか、情報資産を効
率的に保護するために、セキュリティ対策を導入し、関
連要領および作業手順を定めています。

また、 情報セキュリティに適用される法令、諸規制お
よびガイドラインを関連諸要領に明文化し、全従業員へ
の教育・訓練を実施するなど、情報セキュリティ体制を
整えています。

情報セキュリティ管理体制
当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、情報機器

および情報資産、社内ネットワークの情報セキュリティ
の管理を行っています。また、情報セキュリティに関す
る内部規程および要領の整備、安全対策の実施、教育訓
練を推進し、全従業員への周知徹底を図っています。

広報室（CSR担当）

内部監査室

マネージメントシステム部

ISO担当

株主総会

監査役会
監査役

社外監査役

取締役会
取締役

社外取締役

会計監査人
会計監査

事業本部

総務部

リスク管理委員会

常務会、経営会議

代表取締役

安全保障輸出管理室

情報セキュリティ委員会

グッドバリュー推進委員会

内部統制担当

法務部

選任・解任

選任・解任

報告・連携

選任・解任

選定・解任

参加
業務監査業務監査

ＩＲ情報開示方針
◆ＩＲ基本方針

株主様や投資家様を含むあらゆるステークホルダーに
対し、公平かつ適時適切な情報を継続的に開示すること
を基本とし、ＩＲ活動を通じて、当社の適正な評価と信頼
を得ることを目的としています。

◆情報開示の内容
当社の株式を上場している証券取引所が定める適時開

示規則に沿って情報開示を行います。
また、適時開示規則に該当しない事柄であっても、株

主様や投資家様の投資判断に影響を及ぼす可能性がある
情報については、積極的に開示します。

◆情報開示の方法
上記情報開示基準に基づき、証券取引所が提供する適

時開示情報システム（TDnet）をはじめ、ニュースリリー
スの配信や当社ホームページの掲載などを通じて、公平
かつ迅速に情報が入手できる環境を整備します。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/ir/forinvestors/index.htm

投資家とのコミュニケーション

◆株主総会
株主の皆様と直接コミュニケーションを図る重要な場

であると認識し、株主総会の活性化と議決権行使の円滑
化に向けて取り組んでいます。

・集中日を回避した株主総会の開催
・株主総会招集通知の早期発送
・映像を利用した分かりやすい株主総会の運営

●配当金の推移
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コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
当社グループでは、グループ企業に多種多様な利害関

係のある株主、取引先、金融機関、地域社会等の皆様（ス
テークホルダーの皆様）と良好な関係を築き、信頼され
続ける企業となるために、健全で効率的な経営を実現し、
経営内容の透明性を高めるための仕組みとしてコーポ
レート・ガバナンスを、一層充実してまいりたいと考え
ています。

内部統制システム
当社は、内部統制システムの基本方針を定め、当社グ

ループのコーポレート・ガバナンスの充実を図っていま
す。

監視機能
当社の監査役会は、社外監査役３名を含む４名の監査

役で構成されています。各監査役は、監査役会で策定さ
れた監査方針および監査計画に基づき、取締役会をはじ
めとする重要な会議への出席や、業務および財産の状況
調査を通して、取締役の職務執行を監査しており、内部
監査部門および会計監査人とは、定期的または必要の都
度、情報交換を行うことにより連携を図っています。

推進体制
当社は、企業価値を継続的に高めていくために、経営

の迅速な意思決定が重要な課題の一つであると認識して
います。毎月行う取締役会のほか、役員を中心に構成す
る「常務会」を開催し、急激な経営環境の変化に対応し
ています。また、経営会議では、取締役および部門長出
席のもとで、経営課題の討議、事業環境の分析、業績計
画の進捗状況の報告などを通じて、情報を共有し経営判
断に反映させています。

経営の透明性・客観性を担保するために、取締役６名
のうち２名を社外取締役としています。また取締役の任
期を１年として、経営責任を明確化しています。

さらに、コーポレート・ガバナンスを充実させていく
ために、ステークホルダーの皆様方とのコミュニケーショ
ンが重要であると考え、日常の IR 活動のほか、ホームペー
ジなどを通じて経営、財務情報等の提供を積極的に行っ
ています。

リスクマネジメントの考え方
当社は、事業の継続と企業価値の向上を確保していく

ために企業活動に付随する様々なリスクを識別し、その
リスクを適正に評価したうえで、効率的かつ効果的な経
営活動を行っています。

リスクマネジメント推進体制
リスクマネジメントの推進体制などを定めた「リスク

管理規程」を制定するとともに、リスク管理を推進する
ためリスク管理委員会を取締役会直轄の組織として設置
しています。リスク管理委員会は、以下の業務を行って
おります。

a） リスクの識別方法、評価方法、対応方法の検討
 およびリスク対応方法の決定
b） リスク対応方法の実行結果の評価およびそれに
 基づく是正処置の検討
c） 全社徹底事項の指示、連絡、要請等
d） リスク管理委員会で決定した事項の監査および
 モニタリング
e） 取締役会または常務会への報告

リスクへの対応
当社は、リスクを５つに大分類して識別し、リスク管

理委員会および委員で、リスクの評価、特定、対応方法
の決定を行っています。
( 識別 )
a) 企業経営を取り巻くリスク
b) 恣意的攻撃に係わるリスク
c) 自然災害、偶発的に発生するリスク
d) 事業戦略における経営上の意思決定に係わるリスク
e) 事業運営における業務遂行に係わるリスク

（評価）
識別されたリスクについて、発生する可能性と実際に発
生した時の影響度を測定する。

（特定）
評価されたリスクについて、重要度と優先度からリスク
を特定する。 

（対応方法の決定）
a) 移転… 保険や契約等によりリスクを他へ転嫁する。
b) 回避… リスク発生に係わる行動および事業活動を 
  止める。
c) 分散… 損失対象となる経営資源を小単位とする。
d) 軽減… リスクを軽減させる処置を講ずる。
e) 受容… 上記の方針をとらず、リスクをそのまま受け 
  入れる。

2015 年度は 6 件のリスクを採り上げ、対応方法の検
討をしました。

BCP の策定
大規模な地震・火災・台風等、甚大な被害が発生した

場合に備えて、人命の安全を最優先に考え、地域の皆様
やお取引先様の復旧支援と自社の事業を継続させるため
に BCP（事業継続計画）を策定しています。
＜主な取り組み＞
・各種訓練の実施（初動対応訓練、事業復旧訓練、避難訓
  練、救急訓練、消火訓練など）
・備品の準備（帰宅支援セット、備蓄米、保存水、発電機
  など）
・お取引先様向け BCP 策定セミナー開催

情報セキュリティの考え方
情報セキュリティとは、コンピュータや情報の安全性

を守り、適切に活用できる状態を指し、機密性、完全性、
可用性の３つの要素に分けて捉えることができます。

当社では、技術情報、図面情報など機密情報の情報セ
キュリティレベル向上に努めているほか、情報資産を効
率的に保護するために、セキュリティ対策を導入し、関
連要領および作業手順を定めています。

また、 情報セキュリティに適用される法令、諸規制お
よびガイドラインを関連諸要領に明文化し、全従業員へ
の教育・訓練を実施するなど、情報セキュリティ体制を
整えています。

情報セキュリティ管理体制
当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、情報機器

および情報資産、社内ネットワークの情報セキュリティ
の管理を行っています。また、情報セキュリティに関す
る内部規程および要領の整備、安全対策の実施、教育訓
練を推進し、全従業員への周知徹底を図っています。

社会から信頼され続ける企業となるため、リスクマネジメントは重要な経営活動の一つだと考えています。

リスクマネジメント

ＩＲ情報開示方針
◆ＩＲ基本方針

株主様や投資家様を含むあらゆるステークホルダーに
対し、公平かつ適時適切な情報を継続的に開示すること
を基本とし、ＩＲ活動を通じて、当社の適正な評価と信頼
を得ることを目的としています。

◆情報開示の内容
当社の株式を上場している証券取引所が定める適時開

示規則に沿って情報開示を行います。
また、適時開示規則に該当しない事柄であっても、株

主様や投資家様の投資判断に影響を及ぼす可能性がある
情報については、積極的に開示します。

◆情報開示の方法
上記情報開示基準に基づき、証券取引所が提供する適

時開示情報システム（TDnet）をはじめ、ニュースリリー
スの配信や当社ホームページの掲載などを通じて、公平
かつ迅速に情報が入手できる環境を整備します。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/ir/forinvestors/index.htm

投資家とのコミュニケーション

◆株主総会
株主の皆様と直接コミュニケーションを図る重要な場

であると認識し、株主総会の活性化と議決権行使の円滑
化に向けて取り組んでいます。

・集中日を回避した株主総会の開催
・株主総会招集通知の早期発送
・映像を利用した分かりやすい株主総会の運営

●配当金の推移
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コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
当社グループでは、グループ企業に多種多様な利害関

係のある株主、取引先、金融機関、地域社会等の皆様（ス
テークホルダーの皆様）と良好な関係を築き、信頼され
続ける企業となるために、健全で効率的な経営を実現し、
経営内容の透明性を高めるための仕組みとしてコーポ
レート・ガバナンスを、一層充実してまいりたいと考え
ています。

内部統制システム
当社は、内部統制システムの基本方針を定め、当社グ

ループのコーポレート・ガバナンスの充実を図っていま
す。

監視機能
当社の監査役会は、社外監査役３名を含む４名の監査

役で構成されています。各監査役は、監査役会で策定さ
れた監査方針および監査計画に基づき、取締役会をはじ
めとする重要な会議への出席や、業務および財産の状況
調査を通して、取締役の職務執行を監査しており、内部
監査部門および会計監査人とは、定期的または必要の都
度、情報交換を行うことにより連携を図っています。

推進体制
当社は、企業価値を継続的に高めていくために、経営

の迅速な意思決定が重要な課題の一つであると認識して
います。毎月行う取締役会のほか、役員を中心に構成す
る「常務会」を開催し、急激な経営環境の変化に対応し
ています。また、経営会議では、取締役および部門長出
席のもとで、経営課題の討議、事業環境の分析、業績計
画の進捗状況の報告などを通じて、情報を共有し経営判
断に反映させています。

経営の透明性・客観性を担保するために、取締役６名
のうち２名を社外取締役としています。また取締役の任
期を１年として、経営責任を明確化しています。

さらに、コーポレート・ガバナンスを充実させていく
ために、ステークホルダーの皆様方とのコミュニケーショ
ンが重要であると考え、日常の IR 活動のほか、ホームペー
ジなどを通じて経営、財務情報等の提供を積極的に行っ
ています。

リスクマネジメントの考え方
当社は、事業の継続と企業価値の向上を確保していく

ために企業活動に付随する様々なリスクを識別し、その
リスクを適正に評価したうえで、効率的かつ効果的な経
営活動を行っています。

リスクマネジメント推進体制
リスクマネジメントの推進体制などを定めた「リスク

管理規程」を制定するとともに、リスク管理を推進する
ためリスク管理委員会を取締役会直轄の組織として設置
しています。リスク管理委員会は、以下の業務を行って
おります。

a） リスクの識別方法、評価方法、対応方法の検討
 およびリスク対応方法の決定
b） リスク対応方法の実行結果の評価およびそれに
 基づく是正処置の検討
c） 全社徹底事項の指示、連絡、要請等
d） リスク管理委員会で決定した事項の監査および
 モニタリング
e） 取締役会または常務会への報告

リスクへの対応
当社は、リスクを５つに大分類して識別し、リスク管

理委員会および委員で、リスクの評価、特定、対応方法
の決定を行っています。
( 識別 )
a) 企業経営を取り巻くリスク
b) 恣意的攻撃に係わるリスク
c) 自然災害、偶発的に発生するリスク
d) 事業戦略における経営上の意思決定に係わるリスク
e) 事業運営における業務遂行に係わるリスク

（評価）
識別されたリスクについて、発生する可能性と実際に発
生した時の影響度を測定する。

（特定）
評価されたリスクについて、重要度と優先度からリスク
を特定する。 

（対応方法の決定）
a) 移転… 保険や契約等によりリスクを他へ転嫁する。
b) 回避… リスク発生に係わる行動および事業活動を 
  止める。
c) 分散… 損失対象となる経営資源を小単位とする。
d) 軽減… リスクを軽減させる処置を講ずる。
e) 受容… 上記の方針をとらず、リスクをそのまま受け 
  入れる。

2015 年度は 6 件のリスクを採り上げ、対応方法の検
討をしました。

BCP の策定
大規模な地震・火災・台風等、甚大な被害が発生した

場合に備えて、人命の安全を最優先に考え、地域の皆様
やお取引先様の復旧支援と自社の事業を継続させるため
に BCP（事業継続計画）を策定しています。
＜主な取り組み＞
・各種訓練の実施（初動対応訓練、事業復旧訓練、避難訓
  練、救急訓練、消火訓練など）
・備品の準備（帰宅支援セット、備蓄米、保存水、発電機
  など）
・お取引先様向け BCP 策定セミナー開催

情報セキュリティの考え方
情報セキュリティとは、コンピュータや情報の安全性

を守り、適切に活用できる状態を指し、機密性、完全性、
可用性の３つの要素に分けて捉えることができます。

当社では、技術情報、図面情報など機密情報の情報セ
キュリティレベル向上に努めているほか、情報資産を効
率的に保護するために、セキュリティ対策を導入し、関
連要領および作業手順を定めています。

また、 情報セキュリティに適用される法令、諸規制お
よびガイドラインを関連諸要領に明文化し、全従業員へ
の教育・訓練を実施するなど、情報セキュリティ体制を
整えています。

情報セキュリティ管理体制
当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、情報機器

および情報資産、社内ネットワークの情報セキュリティ
の管理を行っています。また、情報セキュリティに関す
る内部規程および要領の整備、安全対策の実施、教育訓
練を推進し、全従業員への周知徹底を図っています。

社会から信頼され続ける企業となるため、リスクマネジメントは重要な経営活動の一つだと考えています。

リスクマネジメント

ＩＲ情報開示方針
◆ＩＲ基本方針

株主様や投資家様を含むあらゆるステークホルダーに
対し、公平かつ適時適切な情報を継続的に開示すること
を基本とし、ＩＲ活動を通じて、当社の適正な評価と信頼
を得ることを目的としています。

◆情報開示の内容
当社の株式を上場している証券取引所が定める適時開

示規則に沿って情報開示を行います。
また、適時開示規則に該当しない事柄であっても、株

主様や投資家様の投資判断に影響を及ぼす可能性がある
情報については、積極的に開示します。

◆情報開示の方法
上記情報開示基準に基づき、証券取引所が提供する適

時開示情報システム（TDnet）をはじめ、ニュースリリー
スの配信や当社ホームページの掲載などを通じて、公平
かつ迅速に情報が入手できる環境を整備します。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/ir/forinvestors/index.htm

投資家とのコミュニケーション

◆株主総会
株主の皆様と直接コミュニケーションを図る重要な場

であると認識し、株主総会の活性化と議決権行使の円滑
化に向けて取り組んでいます。

・集中日を回避した株主総会の開催
・株主総会招集通知の早期発送
・映像を利用した分かりやすい株主総会の運営

●配当金の推移
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コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
当社グループでは、グループ企業に多種多様な利害関

係のある株主、取引先、金融機関、地域社会等の皆様（ス
テークホルダーの皆様）と良好な関係を築き、信頼され
続ける企業となるために、健全で効率的な経営を実現し、
経営内容の透明性を高めるための仕組みとしてコーポ
レート・ガバナンスを、一層充実してまいりたいと考え
ています。

内部統制システム
当社は、内部統制システムの基本方針を定め、当社グ

ループのコーポレート・ガバナンスの充実を図っていま
す。

監視機能
当社の監査役会は、社外監査役３名を含む４名の監査

役で構成されています。各監査役は、監査役会で策定さ
れた監査方針および監査計画に基づき、取締役会をはじ
めとする重要な会議への出席や、業務および財産の状況
調査を通して、取締役の職務執行を監査しており、内部
監査部門および会計監査人とは、定期的または必要の都
度、情報交換を行うことにより連携を図っています。

推進体制
当社は、企業価値を継続的に高めていくために、経営

の迅速な意思決定が重要な課題の一つであると認識して
います。毎月行う取締役会のほか、役員を中心に構成す
る「常務会」を開催し、急激な経営環境の変化に対応し
ています。また、経営会議では、取締役および部門長出
席のもとで、経営課題の討議、事業環境の分析、業績計
画の進捗状況の報告などを通じて、情報を共有し経営判
断に反映させています。

経営の透明性・客観性を担保するために、取締役６名
のうち２名を社外取締役としています。また取締役の任
期を１年として、経営責任を明確化しています。

さらに、コーポレート・ガバナンスを充実させていく
ために、ステークホルダーの皆様方とのコミュニケーショ
ンが重要であると考え、日常の IR 活動のほか、ホームペー
ジなどを通じて経営、財務情報等の提供を積極的に行っ
ています。

単位（円） 配当性向（％）

リスクマネジメントの考え方
当社は、事業の継続と企業価値の向上を確保していく

ために企業活動に付随する様々なリスクを識別し、その
リスクを適正に評価したうえで、効率的かつ効果的な経
営活動を行っています。

リスクマネジメント推進体制
リスクマネジメントの推進体制などを定めた「リスク

管理規程」を制定するとともに、リスク管理を推進する
ためリスク管理委員会を取締役会直轄の組織として設置
しています。リスク管理委員会は、以下の業務を行って
おります。

a） リスクの識別方法、評価方法、対応方法の検討
 およびリスク対応方法の決定
b） リスク対応方法の実行結果の評価およびそれに
 基づく是正処置の検討
c） 全社徹底事項の指示、連絡、要請等
d） リスク管理委員会で決定した事項の監査および
 モニタリング
e） 取締役会または常務会への報告

リスクへの対応
当社は、リスクを５つに大分類して識別し、リスク管

理委員会および委員で、リスクの評価、特定、対応方法
の決定を行っています。
( 識別 )
a) 企業経営を取り巻くリスク
b) 恣意的攻撃に係わるリスク
c) 自然災害、偶発的に発生するリスク
d) 事業戦略における経営上の意思決定に係わるリスク
e) 事業運営における業務遂行に係わるリスク

（評価）
識別されたリスクについて、発生する可能性と実際に発
生した時の影響度を測定する。

（特定）
評価されたリスクについて、重要度と優先度からリスク
を特定する。 

（対応方法の決定）
a) 移転… 保険や契約等によりリスクを他へ転嫁する。
b) 回避… リスク発生に係わる行動および事業活動を 
  止める。
c) 分散… 損失対象となる経営資源を小単位とする。
d) 軽減… リスクを軽減させる処置を講ずる。
e) 受容… 上記の方針をとらず、リスクをそのまま受け 
  入れる。

2015 年度は 6 件のリスクを採り上げ、対応方法の検
討をしました。

BCP の策定
大規模な地震・火災・台風等、甚大な被害が発生した

場合に備えて、人命の安全を最優先に考え、地域の皆様
やお取引先様の復旧支援と自社の事業を継続させるため
に BCP（事業継続計画）を策定しています。
＜主な取り組み＞
・各種訓練の実施（初動対応訓練、事業復旧訓練、避難訓
  練、救急訓練、消火訓練など）
・備品の準備（帰宅支援セット、備蓄米、保存水、発電機
  など）
・お取引先様向け BCP 策定セミナー開催

情報セキュリティの考え方
情報セキュリティとは、コンピュータや情報の安全性

を守り、適切に活用できる状態を指し、機密性、完全性、
可用性の３つの要素に分けて捉えることができます。

当社では、技術情報、図面情報など機密情報の情報セ
キュリティレベル向上に努めているほか、情報資産を効
率的に保護するために、セキュリティ対策を導入し、関
連要領および作業手順を定めています。

また、 情報セキュリティに適用される法令、諸規制お
よびガイドラインを関連諸要領に明文化し、全従業員へ
の教育・訓練を実施するなど、情報セキュリティ体制を
整えています。

情報セキュリティ管理体制
当社は、情報セキュリティ委員会を設置し、情報機器

および情報資産、社内ネットワークの情報セキュリティ
の管理を行っています。また、情報セキュリティに関す
る内部規程および要領の整備、安全対策の実施、教育訓
練を推進し、全従業員への周知徹底を図っています。

積極的な情報開示と対話に努め、透明性を確保します。

株主様・投資家様とともに

株主通信の発行
株主総会後の製品展示会
ホームページによる IR 情報の発信

個人株主
投資家

個別面談
決算説明会
IR イベントへの参加
ホームページによる IR 情報の発信

機関投資家
証券アナリスト

ＩＲ情報開示方針
◆ＩＲ基本方針

株主様や投資家様を含むあらゆるステークホルダーに
対し、公平かつ適時適切な情報を継続的に開示すること
を基本とし、ＩＲ活動を通じて、当社の適正な評価と信頼
を得ることを目的としています。

◆情報開示の内容
当社の株式を上場している証券取引所が定める適時開

示規則に沿って情報開示を行います。
また、適時開示規則に該当しない事柄であっても、株

主様や投資家様の投資判断に影響を及ぼす可能性がある
情報については、積極的に開示します。

◆情報開示の方法
上記情報開示基準に基づき、証券取引所が提供する適

時開示情報システム（TDnet）をはじめ、ニュースリリー
スの配信や当社ホームページの掲載などを通じて、公平
かつ迅速に情報が入手できる環境を整備します。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/ir/forinvestors/index.htm

投資家とのコミュニケーション

◆株主総会
株主の皆様と直接コミュニケーションを図る重要な場

であると認識し、株主総会の活性化と議決権行使の円滑
化に向けて取り組んでいます。

・集中日を回避した株主総会の開催
・株主総会招集通知の早期発送
・映像を利用した分かりやすい株主総会の運営

●配当金の推移

12
10

18

24
26

20.4

25.6

20.6

24.9

29.5

0

10

20

30

40

0

10

20

30

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度



17 CKD CSR レポート 2016

人権・労働慣行

人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

●時間外労働時間数の推移

単位(時間)
（参考）売上高
単位(億円)

(月平均時間)

全ての従業員が生きがいを持って働き、健康で安全に働ける職場づくりを目指します。

従業員との関わり

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。
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人権・労働慣行

人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

●時間外労働時間数の推移

単位(時間)
（参考）売上高
単位(億円)

(月平均時間)

全ての従業員が生きがいを持って働き、健康で安全に働ける職場づくりを目指します。

従業員との関わり

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。
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人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。

新入社員

若手社員

中堅社員

中堅社員

階層別教育

マネージメント上級研修

マネージメント中級研修

マネージメント初級研修

コミュニケーションアップ研修

ロジカルシンキング研修

ビジネスマナー研修

受講人数
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管理者

ＯＪＴ研修
定年後の生活を考える研修
キャリアアップ研修
ダイバーシティ研修
グローバルリーダー研修

ＯＪＴ研修
マネージメント基礎研修
プレゼンテーション研修
タイムマネージメント研修

目的別教育

自己啓発支援教育
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人権・労働慣行

人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。
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人権・労働慣行

人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。
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人材重視の企業風土
一人ひとりの可能性と働きがいを大切にし、失敗を恐れ

ることなく業務改革に取り組み、組織の強味を最大限に発
揮できる企業風土をつくります。

ワークライフバランスの推進
◆時間管理と業務改善による労働時間の削減
 ・業務改善の実施による時間管理の徹底　
 ・週１日の定時退社日の設定
 ・一斉有給休暇取得日の設定
 ・時間単位有給休暇制度の運用

◆「愛知県ファミリー･フレンドリー企業」に登録
ファミリー・フレンドリー企業とは、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現に向けた様々な制度と職場環境を持ち、ライ
フステージに応じた多様で柔軟な働き方を労働者が選択で
きる取り組みを行う企業です。

当社は愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録されまし
た。今後も、男女共に従業員が活き活
きと安心して働ける環境づくりに取り組
み、ワーク・ライフ・バランスを推進
していきます。

◆育児支援制度
全従業員を対象に育児休業制度を設けています。また、

小学校４年生に進級するまで利用できる短時間勤務制度や
時間外労働の免除制度を設けています。女性が安心して妊
娠・出産ができ、育児をする男女従業員が家庭生活と会社
を両立できるような労働環境を整備しています。

◆介護支援制度
家族の介護をする従業員が家庭生活と会社を両立できる

ような環境を整備しています。配偶者、子供、本人の父母
と配偶者の父母、同居し、かつ扶養している祖父母、兄弟
姉妹、孫を対象に、原則１年間を上限に介護休業を取得で
きます。

ダイバーシティの推進
◆女性活躍推進の取り組み　

2008年２月に女性活躍推進委員会を設置し、ジョブリ
ターン制度の新設、育児支援制度の充実が図られ、ダイバー
シティ推進の布石となりました。2011年度より、女性活
躍推進についての社長講話とともに女性社員を対象とする

「キャリアアップ研修」、上司を対象とする「ダイバーシティ
研修」を実施しています。

また2015年度は、役員を含める部門長を対象に、女性
活躍の必要性を徹底するための社長講話の実施や「ダイ
バーシティ研修」を実施することで、更なる意識改革の向
上に努めました。

◆再雇用制度の充実　
2012 年４月より定年退職者の再雇用制度を拡充しまし

た。60 歳定年後の生き方について、社員の選択肢を増や
すため、現行のシニア制度は維持しながら、更に年齢制限
なく働ける生涯現役制度を設けております。

◆障がい者の積極的雇用の取り組み　
2013 年４月から法定雇用率が 1.8％→2.0％に引き上

げられましたが、法定雇用率を上回る雇用率を維持していま
す。

次世代育成支援
次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動

計画を策定し推進しています。

◆次世代育成支援行動計画
期間： 2015 年４月１日～ 2020 年３月 31 日（５年間）
概要： 育児休業の取得率向上
 会社が契約する託児施設の利用率向上
 産休・育児休業取得後に職場復帰した者の
 短時間勤務制度の利用率向上
 社員・上司の意識改革による所定外労働の削減

人材育成
◆教育

当社の行動規準は、全従業員が意欲を持って積極的に仕
事に取り組むこと、個人の能力を十分に発揮できる環境を
整備すること、後継者の育成に努めること、差別のない人
間関係および職場環境づくりに努めることを掲げています。

その具体的な取り組みとして、新入社員教育、OJT 教育、
管理職教育、リーダー教育、現場監督者教育、生産技術教育、
技術者教育など各種教育を実施しています。これらは、創
造的な社員の育成、激しい環境変化に適応できる能力を
持った社員の育成、業務遂行上の知識・技術・技能を身に
つけ、正しい仕事ができる社員の育成を図ることを目的と
しています。また、グローバル人材育成にも力を入れて取
り組んでいます。

イノベーションコンテスト
当社の企業理念である「創造的な知恵と技術で流体制御

と自動化を革新し、豊かな社会作りに貢献」することを目
的に、全従業員を対象に 2008 年度よりイノベーションコ
ンテストを開催しております。

全社的な活動への定着と内容のステップアップを図り、
今年度は 2016 年 6 月に本審査を終え受賞者を決定いた
しました。

◆海外トレーニー制度
グローバル化に対応できる若手社員の育成を目的に、海

外での仕事実体験を通じて海外で必要なスキルの自覚を促
す『海外トレーニー制度』を設けています。

また、海外拠点の現地社員を日本の本社や生産工場に招
き入れる逆パターンのトレーニー制度も 2014 年度より始
めており、日本側の受入部門のグローバル化促進と海外現
地社員の育成も進めています。

◆優良社員表彰
個人と職場・チームを対象に、業績・成果に応じた表彰

を厳正、公平、タイムリーに実施することで、社員のモチベー
ションを高め、チャレンジ精神旺盛な企業風土を築くことを
目的として、毎月、優良社員表彰を実施しています。品質・
業績向上・業務改善・コストダウン・功労など 10 テーマで、
１級～３級の評価をつけています。

また、１年間に表彰された社員の中から最も優れたテー
マには年間 MVP として表彰を実施しています。

安全・衛生管理
安全・衛生管理の強化を図り、従業員の安全と健康の確

保に努めています。

労働安全衛生方針
次の基本理念に基づき安全衛生活動に取り組んでいま

す。
１） 安全で健康的な職場作りこそ、人間尊重と生産性を両立
 させ得る最善策であることを徹底する。
２） 全社員一人ひとりが創意と工夫を結集し、災害ゼロを
 目標に全員参加で安全衛生活動に取り組む。

◆リスクアセスメント
労働災害を未然に防止するため、職場主体で実施してい

る職場安全巡視やヒヤリハット等の対策に加え、機械設備等
の危険源を網羅的に抽出し、優先順位を付け計画的に低減
していく活動である"リスクアセスメント"の導入を進めてお
り、今後も全社導入に向け計画的に活動を進めていきます。

また、平成28年6月１日から化学物質のリスクアセスメン
トが義務付けされ、該当する化学物質について適切な管理
を行ない職業性疾病を引き起こさないよう取り組んでいま
す。

具体的な活動
一人ひとりがコンプライアンスの意識を持ち、「災害ゼロ」

を目標に全員参加で、本質安全化に向け活動しています。
有害業務関係・安全衛生法令の改正情報の入手と全社へ

の展開や職場安全衛生委員会による自職場安全点検の実施、
新入社員を対象にした労働安全教育などを実施し、常に、災
害・疾病の未然防止・労働環境の改善・向上を図っています。

◆安全衛生委員会の活動
各工場ごとに設置された安全衛生委員会の計画的な活動

により、労働安全衛生のさらなる強化に取り組んでいます。

◆安全衛生教育の取り組み
全社員を対象に入社時安全衛生教育を実施し、安全教育

の資料「セーフティハンドブック」をイントラネットに公開して
います。

監督者安全衛生教育の実施として、毎年、製造部門のリー
ダーに対して、監督者安全衛生教育を実施しています。管理
監督の役割を担うリーダーに必要な安全についての知識・技
能を習得してもらい、正しい作業手順書の作り方や職場の適
正配置、効果的な指導・教育を進めるための手法、本質安全
化の重要性、危険予知訓練、リスクアセスメント、マネジメン
トシステムについて教育しています。

●労働災害の発生状況

健康管理体制の充実
全従業員の健康管理のため、定期健康診断、特殊健康診

断を実施しているほか、産業医2名、看護士３名が各工場を
巡回し、個別相談を実施しています。また、救急体制を整え、
緊急連絡フロー、救急手続きフロー、救急指定病院を明確に
しています。
●緊急体制

◆国内４工場に AED（自動体外式除細動機）を設置
各工場には、「AED（自動体外式除細動器）」が設置されて

います。これは、原因不明の「突然な心停止」が発生した場合
に、誰でも扱える「心臓に電気ショックを与える救命措置」が
施せるものです。AEDは音声ガイドに
沿って簡単に手順を進められ、従業員
の「いざという時の安心」を設置してい
ます。

メンタルヘルス対策
◆メンタルヘルス教育の実施

階層別教育の中にメンタルヘルスを盛り込みストレスに
ついて理解し、適切に対処するための知識と方法について
教育しています。

◆ストレスチェックの実施
定期健康診断とあわせて、ストレスチェックを実施し、メン

タルヘルスケアを促進するとともに働きやすい職場環境づ
くりを進め、メンタルヘルス不調の未然防止に努めています。

単位(件)

16

14
15

16

13

0

5

10

15

20
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健康管理室

病院手配、
付き添い、
自宅連絡

搬送車誘導
連絡

①災害発生現場へ急行し、負傷状況
の確認をする。
（労災、私傷病の判断をする。）

昼間 夜間　休日

所属の上司

急患発生（災害）

緊急連絡フロー 救急手続きフロー

総務 病院

請負業者

病院 守衛室

②応急処置をする。（動かさない方が
良い場合があるので注意）

③病院での受診方法
労災であれば“労災”扱いと伝える
（被災者に付き添い、必要に応じ、自
宅、家族へ連絡する。
処置後総務へ報告する。
請負社員は、業者へ連絡する）

④病院までの手段
1）救急車（呼び方）
 ア．119番に電話する
 イ．発生状況、場所を告げる
 ウ．傷病内容を告げる
2）社用車
3）タクシー
4）マイカー
※救急車以外の場合は病院へ連絡
しておくこと。
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環境

美しい環境と共生していくために
古くは公害問題への対応から、最近では 2006 年７月

に施行された欧州 RoHS 指令をはじめ製品に適用される
環境規制への対応まで、全社を挙げて改善活動に取り組
んでいます。

また、低炭素社会の実現・生物多様性に帰属した活動は、
世界必須な課題として受け止め、美しい環境と共生する
事業活動はもちろんのこと、従業員一人ひとりのエコ活
動が大きな成果を生み出すと考えています。

ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムに
より、法律、規制を順守することはもちろんのこと、メ
ーカーとして長年培ってきた自動化技術、流体制御技術
を活かした当社らしい環境にやさしい商品を開発し、お
客様にお届けすることにより、今後も地球環境の保全に
貢献していきます。

環境管理体制
環境負荷の軽減のために、全社を挙げて取り組んでい

ます。

ISO の取得状況
国内営業部門も含めた全社で ISO14001 の認証を取

得しています。
環境汚染物質の削減・廃棄物の削減、省エネルギー・

省資源の推進、そして環境にやさしい商品を開発し、地
球環境の保全に貢献していきたいと考えています。

環境方針
当社の活動・製品およびサービスが環境影響に対して

適切であり、継続的改善および汚染の予防に関するコミ
ットメントとして、毎年度、環境方針を設定し、当社で
働くまたは当社のために働くすべての方々に周知してい
ます。

●環境方針 (2016年 4月1日改訂版）

EMS に基づく社員の教育訓練
 環境マネジメントシステム（EMS）は、全員参加で行

っています。定期的に社員の教育訓練や内部環境監査員
の養成などを行い、社員の力量向上に努めています。

CKD経営層 環境管理委員会 小牧工場

春日井工場

犬山工場

四日市工場

本社スタッフ

営業本部

自動機械事業本部

コンポーネント本部

購買本部

取得対象

国内全社

タイ工場

中国工場

取得日

2000年12月8日

2004年1月14日

2009年1月4日

環境関連法規・規制を順守し、環境汚染の予防・CO2 排出抑制を図り、環境マネジメント活動に努めます。

環境マネジメント

環境目標と実績
◆環境負荷低減型商品の開発および拡販

当社基準を満たしたエコ製品の開発および発売

年間の開発・発売件数に目標を設けています。
2015 年度目標達成率は 133% となりました。

環境負荷低減型商品を拡販する

前年度比 10％アップを目標としています。
2015 年度目標達成率は 122% となりました。

環境負荷低減型商品に対する顧客の改善要求情報を
収集し、開発・改良を提案する

営業担当部門に目標件数を設けています。
2015 年度目標達成率は 323％で、目標を達成する
ことができました。

◆環境汚染物質の削減
REACH 規則に対応する製品含有化学物質データの
収集とデータベース構築

お客様から含有物質データ提供要求にお応えする
ために、AIS 等のデータ収集を進めています。

◆省エネ・省資源の推進
インフラ・生産工程を改善し、エネルギー使用量を
削減する
　　　　　　
省エネ法削減努力目標の年１％（原単位）を目標とし
ています。
2015 年度は、2010 年度と比較してエネルギー使用
量を 2％削減し、原単価で 20％削減できました。
2011 年から 2014 年までの 4 年間で原単位での
年平均削減率▲4％を達成しています。

地球温暖化防止対策への取り組み
省エネ設備の導入、工程エア消費量削減等の改善活動

を継続的に実施し、温室効果ガス排出量の削減を図って
います。
（注）原単位：付加価値【KL/ 百万円】(2010 年度基準）
●温室効果ガス排出量（CO2）の推移

●エネルギー使用量の推移

環境法規制と順守状況
当社の活動には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、

廃掃法をはじめ各種環境法が適用されています。
また、罰金や制裁措置などの規制違反や環境影響を及

ぼす化学物質等の漏出事故はありません。
＜小牧本社工場の土壌・地下水汚染の浄化＞
土壌調査の結果、基準値を上回る有害物質が検出され

たため、2014 年 9 月に行政へ届出および報告し、計画
的かつ継続的に措置を進めています。

環境に関する設備投資状況
環境保全を目的とした国内４工場の設備投資活動内容

を紹介します。投資金額は、主に設備金額を集計し、人
件費等は含めておりせん。

廃棄物
国内４工場において発生する廃棄物の分別、排出、保管、

委託処理を管理し、廃棄物の削減・再資源化に取り組ん
でいます。
◆産業廃棄物の推移

2014 年度は生産移管のため廃プラのリサイクルが滞
り、排出量が増加する結果となりましたが、2015 年度
はリサイクルが進みました。

●PRTR 法対象－指定化学物質の排出状況
　(2015 年度 )                                             (t)

※他の工場では、届出対象物質はありません。

環境保全への取り組み
小牧本社工場では、自社商品を使った工場緑化のため

の再生水の活用を行っています。また水資源の有効利用
のため、使用工程を改善し、節水に努めています。

工場緑化対応のポイント
①自動散水システムの導入により無人化
②雨水を散水に活用
③工場排水を散水に利用

特に夏場の芝生への散水は１㎡あたり 1 日５ℓ程度必
要とされています。芝生面積2,000㎡では、1日10㎥（＝
1000ℓ）の水が必要になるため、その分の上下水道費
用の削減を計ることができます。
●水資源の有効利用
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環境

美しい環境と共生していくために
古くは公害問題への対応から、最近では 2006 年７月

に施行された欧州 RoHS 指令をはじめ製品に適用される
環境規制への対応まで、全社を挙げて改善活動に取り組
んでいます。

また、低炭素社会の実現・生物多様性に帰属した活動は、
世界必須な課題として受け止め、美しい環境と共生する
事業活動はもちろんのこと、従業員一人ひとりのエコ活
動が大きな成果を生み出すと考えています。

ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムに
より、法律、規制を順守することはもちろんのこと、メ
ーカーとして長年培ってきた自動化技術、流体制御技術
を活かした当社らしい環境にやさしい商品を開発し、お
客様にお届けすることにより、今後も地球環境の保全に
貢献していきます。

環境管理体制
環境負荷の軽減のために、全社を挙げて取り組んでい

ます。

ISO の取得状況
国内営業部門も含めた全社で ISO14001 の認証を取

得しています。
環境汚染物質の削減・廃棄物の削減、省エネルギー・

省資源の推進、そして環境にやさしい商品を開発し、地
球環境の保全に貢献していきたいと考えています。

環境方針
当社の活動・製品およびサービスが環境影響に対して

適切であり、継続的改善および汚染の予防に関するコミ
ットメントとして、毎年度、環境方針を設定し、当社で
働くまたは当社のために働くすべての方々に周知してい
ます。

●環境方針 (2016年 4月1日改訂版）

EMS に基づく社員の教育訓練
 環境マネジメントシステム（EMS）は、全員参加で行

っています。定期的に社員の教育訓練や内部環境監査員
の養成などを行い、社員の力量向上に努めています。

CKD経営層 環境管理委員会 小牧工場

春日井工場

犬山工場

四日市工場

本社スタッフ

営業本部

自動機械事業本部

コンポーネント本部

購買本部

取得対象

国内全社

タイ工場

中国工場

取得日
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2004年1月14日

2009年1月4日

環境関連法規・規制を順守し、環境汚染の予防・CO2 排出抑制を図り、環境マネジメント活動に努めます。

環境マネジメント

環境目標と実績
◆環境負荷低減型商品の開発および拡販

当社基準を満たしたエコ製品の開発および発売

年間の開発・発売件数に目標を設けています。
2015 年度目標達成率は 133% となりました。

環境負荷低減型商品を拡販する

前年度比 10％アップを目標としています。
2015 年度目標達成率は 122% となりました。

環境負荷低減型商品に対する顧客の改善要求情報を
収集し、開発・改良を提案する

営業担当部門に目標件数を設けています。
2015 年度目標達成率は 323％で、目標を達成する
ことができました。

◆環境汚染物質の削減
REACH 規則に対応する製品含有化学物質データの
収集とデータベース構築

お客様から含有物質データ提供要求にお応えする
ために、AIS 等のデータ収集を進めています。

◆省エネ・省資源の推進
インフラ・生産工程を改善し、エネルギー使用量を
削減する
　　　　　　
省エネ法削減努力目標の年１％（原単位）を目標とし
ています。
2015 年度は、2010 年度と比較してエネルギー使用
量を 2％削減し、原単価で 20％削減できました。
2011 年から 2014 年までの 4 年間で原単位での
年平均削減率▲4％を達成しています。

地球温暖化防止対策への取り組み
省エネ設備の導入、工程エア消費量削減等の改善活動

を継続的に実施し、温室効果ガス排出量の削減を図って
います。
（注）原単位：付加価値【KL/ 百万円】(2010 年度基準）
●温室効果ガス排出量（CO2）の推移

●エネルギー使用量の推移

環境法規制と順守状況
当社の活動には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、

廃掃法をはじめ各種環境法が適用されています。
また、罰金や制裁措置などの規制違反や環境影響を及

ぼす化学物質等の漏出事故はありません。
＜小牧本社工場の土壌・地下水汚染の浄化＞
土壌調査の結果、基準値を上回る有害物質が検出され

たため、2014 年 9 月に行政へ届出および報告し、計画
的かつ継続的に措置を進めています。

環境に関する設備投資状況
環境保全を目的とした国内４工場の設備投資活動内容

を紹介します。投資金額は、主に設備金額を集計し、人
件費等は含めておりせん。

廃棄物
国内４工場において発生する廃棄物の分別、排出、保管、

委託処理を管理し、廃棄物の削減・再資源化に取り組ん
でいます。
◆産業廃棄物の推移

2014 年度は生産移管のため廃プラのリサイクルが滞
り、排出量が増加する結果となりましたが、2015 年度
はリサイクルが進みました。

●PRTR 法対象－指定化学物質の排出状況
　(2015 年度 )                                             (t)

※他の工場では、届出対象物質はありません。

環境保全への取り組み
小牧本社工場では、自社商品を使った工場緑化のため

の再生水の活用を行っています。また水資源の有効利用
のため、使用工程を改善し、節水に努めています。

工場緑化対応のポイント
①自動散水システムの導入により無人化
②雨水を散水に活用
③工場排水を散水に利用

特に夏場の芝生への散水は１㎡あたり 1 日５ℓ程度必
要とされています。芝生面積2,000㎡では、1日10㎥（＝
1000ℓ）の水が必要になるため、その分の上下水道費
用の削減を計ることができます。
●水資源の有効利用
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美しい環境と共生していくために
古くは公害問題への対応から、最近では 2006 年７月

に施行された欧州 RoHS 指令をはじめ製品に適用される
環境規制への対応まで、全社を挙げて改善活動に取り組
んでいます。

また、低炭素社会の実現・生物多様性に帰属した活動は、
世界必須な課題として受け止め、美しい環境と共生する
事業活動はもちろんのこと、従業員一人ひとりのエコ活
動が大きな成果を生み出すと考えています。

ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムに
より、法律、規制を順守することはもちろんのこと、メ
ーカーとして長年培ってきた自動化技術、流体制御技術
を活かした当社らしい環境にやさしい商品を開発し、お
客様にお届けすることにより、今後も地球環境の保全に
貢献していきます。

環境管理体制
環境負荷の軽減のために、全社を挙げて取り組んでい

ます。

ISO の取得状況
国内営業部門も含めた全社で ISO14001 の認証を取

得しています。
環境汚染物質の削減・廃棄物の削減、省エネルギー・

省資源の推進、そして環境にやさしい商品を開発し、地
球環境の保全に貢献していきたいと考えています。

環境方針
当社の活動・製品およびサービスが環境影響に対して

適切であり、継続的改善および汚染の予防に関するコミ
ットメントとして、毎年度、環境方針を設定し、当社で
働くまたは当社のために働くすべての方々に周知してい
ます。

●環境方針 (2016年 4月1日改訂版）

EMS に基づく社員の教育訓練
 環境マネジメントシステム（EMS）は、全員参加で行

っています。定期的に社員の教育訓練や内部環境監査員
の養成などを行い、社員の力量向上に努めています。

環境目標と実績
◆環境負荷低減型商品の開発および拡販

当社基準を満たしたエコ製品の開発および発売

年間の開発・発売件数に目標を設けています。
2015 年度目標達成率は 133% となりました。

環境負荷低減型商品を拡販する

前年度比 10％アップを目標としています。
2015 年度目標達成率は 122% となりました。

環境負荷低減型商品に対する顧客の改善要求情報を
収集し、開発・改良を提案する

営業担当部門に目標件数を設けています。
2015 年度目標達成率は 323％で、目標を達成する
ことができました。

◆環境汚染物質の削減
REACH 規則に対応する製品含有化学物質データの
収集とデータベース構築

お客様から含有物質データ提供要求にお応えする
ために、AIS 等のデータ収集を進めています。

◆省エネ・省資源の推進
インフラ・生産工程を改善し、エネルギー使用量を
削減する
　　　　　　
省エネ法削減努力目標の年１％（原単位）を目標とし
ています。
2015 年度は、2010 年度と比較してエネルギー使用
量を 2％削減し、原単価で 20％削減できました。
2011 年から 2014 年までの 4 年間で原単位での
年平均削減率▲4％を達成しています。

地球温暖化防止対策への取り組み
省エネ設備の導入、工程エア消費量削減等の改善活動

を継続的に実施し、温室効果ガス排出量の削減を図って
います。
（注）原単位：付加価値【KL/ 百万円】(2010 年度基準）
●温室効果ガス排出量（CO2）の推移

●エネルギー使用量の推移

環境法規制と順守状況
当社の活動には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、

廃掃法をはじめ各種環境法が適用されています。
また、罰金や制裁措置などの規制違反や環境影響を及

ぼす化学物質等の漏出事故はありません。
＜小牧本社工場の土壌・地下水汚染の浄化＞
土壌調査の結果、基準値を上回る有害物質が検出され

たため、2014 年 9 月に行政へ届出および報告し、計画
的かつ継続的に措置を進めています。
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環境に関する設備投資状況
環境保全を目的とした国内４工場の設備投資活動内容

を紹介します。投資金額は、主に設備金額を集計し、人
件費等は含めておりせん。

廃棄物
国内４工場において発生する廃棄物の分別、排出、保管、

委託処理を管理し、廃棄物の削減・再資源化に取り組ん
でいます。
◆産業廃棄物の推移

2014 年度は生産移管のため廃プラのリサイクルが滞
り、排出量が増加する結果となりましたが、2015 年度
はリサイクルが進みました。

●PRTR 法対象－指定化学物質の排出状況
　(2015 年度 )                                             (t)

※他の工場では、届出対象物質はありません。

環境保全への取り組み
小牧本社工場では、自社商品を使った工場緑化のため

の再生水の活用を行っています。また水資源の有効利用
のため、使用工程を改善し、節水に努めています。

工場緑化対応のポイント
①自動散水システムの導入により無人化
②雨水を散水に活用
③工場排水を散水に利用

特に夏場の芝生への散水は１㎡あたり 1 日５ℓ程度必
要とされています。芝生面積2,000㎡では、1日10㎥（＝
1000ℓ）の水が必要になるため、その分の上下水道費
用の削減を計ることができます。
●水資源の有効利用

汚染地下水の
揚水浄化

基準超過土壌は2014年10月～11月に
掘削除去し、許可施設に搬出処理しました。

2015年7月から揚水浄化を開始し、
濃度変化を監視しています。

汚染土壌の
掘削除去
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環境

美しい環境と共生していくために
古くは公害問題への対応から、最近では 2006 年７月

に施行された欧州 RoHS 指令をはじめ製品に適用される
環境規制への対応まで、全社を挙げて改善活動に取り組
んでいます。

また、低炭素社会の実現・生物多様性に帰属した活動は、
世界必須な課題として受け止め、美しい環境と共生する
事業活動はもちろんのこと、従業員一人ひとりのエコ活
動が大きな成果を生み出すと考えています。

ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムに
より、法律、規制を順守することはもちろんのこと、メ
ーカーとして長年培ってきた自動化技術、流体制御技術
を活かした当社らしい環境にやさしい商品を開発し、お
客様にお届けすることにより、今後も地球環境の保全に
貢献していきます。

環境管理体制
環境負荷の軽減のために、全社を挙げて取り組んでい

ます。

ISO の取得状況
国内営業部門も含めた全社で ISO14001 の認証を取

得しています。
環境汚染物質の削減・廃棄物の削減、省エネルギー・

省資源の推進、そして環境にやさしい商品を開発し、地
球環境の保全に貢献していきたいと考えています。

環境方針
当社の活動・製品およびサービスが環境影響に対して

適切であり、継続的改善および汚染の予防に関するコミ
ットメントとして、毎年度、環境方針を設定し、当社で
働くまたは当社のために働くすべての方々に周知してい
ます。

●環境方針 (2016年 4月1日改訂版）

EMS に基づく社員の教育訓練
 環境マネジメントシステム（EMS）は、全員参加で行

っています。定期的に社員の教育訓練や内部環境監査員
の養成などを行い、社員の力量向上に努めています。

環境目標と実績
◆環境負荷低減型商品の開発および拡販

当社基準を満たしたエコ製品の開発および発売

年間の開発・発売件数に目標を設けています。
2015 年度目標達成率は 133% となりました。

環境負荷低減型商品を拡販する

前年度比 10％アップを目標としています。
2015 年度目標達成率は 122% となりました。

環境負荷低減型商品に対する顧客の改善要求情報を
収集し、開発・改良を提案する

営業担当部門に目標件数を設けています。
2015 年度目標達成率は 323％で、目標を達成する
ことができました。

◆環境汚染物質の削減
REACH 規則に対応する製品含有化学物質データの
収集とデータベース構築

お客様から含有物質データ提供要求にお応えする
ために、AIS 等のデータ収集を進めています。

◆省エネ・省資源の推進
インフラ・生産工程を改善し、エネルギー使用量を
削減する
　　　　　　
省エネ法削減努力目標の年１％（原単位）を目標とし
ています。
2015 年度は、2010 年度と比較してエネルギー使用
量を 2％削減し、原単価で 20％削減できました。
2011 年から 2014 年までの 4 年間で原単位での
年平均削減率▲4％を達成しています。

地球温暖化防止対策への取り組み
省エネ設備の導入、工程エア消費量削減等の改善活動

を継続的に実施し、温室効果ガス排出量の削減を図って
います。
（注）原単位：付加価値【KL/ 百万円】(2010 年度基準）
●温室効果ガス排出量（CO2）の推移

●エネルギー使用量の推移

環境法規制と順守状況
当社の活動には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、

廃掃法をはじめ各種環境法が適用されています。
また、罰金や制裁措置などの規制違反や環境影響を及

ぼす化学物質等の漏出事故はありません。
＜小牧本社工場の土壌・地下水汚染の浄化＞
土壌調査の結果、基準値を上回る有害物質が検出され

たため、2014 年 9 月に行政へ届出および報告し、計画
的かつ継続的に措置を進めています。

環境に関する設備投資状況
環境保全を目的とした国内４工場の設備投資活動内容

を紹介します。投資金額は、主に設備金額を集計し、人
件費等は含めておりせん。

廃棄物
国内４工場において発生する廃棄物の分別、排出、保管、

委託処理を管理し、廃棄物の削減・再資源化に取り組ん
でいます。
◆産業廃棄物の推移

2014 年度は生産移管のため廃プラのリサイクルが滞
り、排出量が増加する結果となりましたが、2015 年度
はリサイクルが進みました。

●PRTR 法対象－指定化学物質の排出状況
　(2015 年度 )                                             (t)

※他の工場では、届出対象物質はありません。

環境保全への取り組み
小牧本社工場では、自社商品を使った工場緑化のため

の再生水の活用を行っています。また水資源の有効利用
のため、使用工程を改善し、節水に努めています。

工場緑化対応のポイント
①自動散水システムの導入により無人化
②雨水を散水に活用
③工場排水を散水に利用

特に夏場の芝生への散水は１㎡あたり 1 日５ℓ程度必
要とされています。芝生面積2,000㎡では、1日10㎥（＝
1000ℓ）の水が必要になるため、その分の上下水道費
用の削減を計ることができます。
●水資源の有効利用
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環境

美しい環境と共生していくために
古くは公害問題への対応から、最近では 2006 年７月

に施行された欧州 RoHS 指令をはじめ製品に適用される
環境規制への対応まで、全社を挙げて改善活動に取り組
んでいます。

また、低炭素社会の実現・生物多様性に帰属した活動は、
世界必須な課題として受け止め、美しい環境と共生する
事業活動はもちろんのこと、従業員一人ひとりのエコ活
動が大きな成果を生み出すと考えています。

ISO14001 に適合した環境マネジメントシステムに
より、法律、規制を順守することはもちろんのこと、メ
ーカーとして長年培ってきた自動化技術、流体制御技術
を活かした当社らしい環境にやさしい商品を開発し、お
客様にお届けすることにより、今後も地球環境の保全に
貢献していきます。

環境管理体制
環境負荷の軽減のために、全社を挙げて取り組んでい

ます。

ISO の取得状況
国内営業部門も含めた全社で ISO14001 の認証を取

得しています。
環境汚染物質の削減・廃棄物の削減、省エネルギー・

省資源の推進、そして環境にやさしい商品を開発し、地
球環境の保全に貢献していきたいと考えています。

環境方針
当社の活動・製品およびサービスが環境影響に対して

適切であり、継続的改善および汚染の予防に関するコミ
ットメントとして、毎年度、環境方針を設定し、当社で
働くまたは当社のために働くすべての方々に周知してい
ます。

●環境方針 (2016年 4月1日改訂版）

EMS に基づく社員の教育訓練
 環境マネジメントシステム（EMS）は、全員参加で行

っています。定期的に社員の教育訓練や内部環境監査員
の養成などを行い、社員の力量向上に努めています。

環境目標と実績
◆環境負荷低減型商品の開発および拡販

当社基準を満たしたエコ製品の開発および発売

年間の開発・発売件数に目標を設けています。
2015 年度目標達成率は 133% となりました。

環境負荷低減型商品を拡販する

前年度比 10％アップを目標としています。
2015 年度目標達成率は 122% となりました。

環境負荷低減型商品に対する顧客の改善要求情報を
収集し、開発・改良を提案する

営業担当部門に目標件数を設けています。
2015 年度目標達成率は 323％で、目標を達成する
ことができました。

◆環境汚染物質の削減
REACH 規則に対応する製品含有化学物質データの
収集とデータベース構築

お客様から含有物質データ提供要求にお応えする
ために、AIS 等のデータ収集を進めています。

◆省エネ・省資源の推進
インフラ・生産工程を改善し、エネルギー使用量を
削減する
　　　　　　
省エネ法削減努力目標の年１％（原単位）を目標とし
ています。
2015 年度は、2010 年度と比較してエネルギー使用
量を 2％削減し、原単価で 20％削減できました。
2011 年から 2014 年までの 4 年間で原単位での
年平均削減率▲4％を達成しています。

地球温暖化防止対策への取り組み
省エネ設備の導入、工程エア消費量削減等の改善活動

を継続的に実施し、温室効果ガス排出量の削減を図って
います。
（注）原単位：付加価値【KL/ 百万円】(2010 年度基準）
●温室効果ガス排出量（CO2）の推移

●エネルギー使用量の推移

環境法規制と順守状況
当社の活動には、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、

廃掃法をはじめ各種環境法が適用されています。
また、罰金や制裁措置などの規制違反や環境影響を及

ぼす化学物質等の漏出事故はありません。
＜小牧本社工場の土壌・地下水汚染の浄化＞
土壌調査の結果、基準値を上回る有害物質が検出され

たため、2014 年 9 月に行政へ届出および報告し、計画
的かつ継続的に措置を進めています。

環境に関する設備投資状況
環境保全を目的とした国内４工場の設備投資活動内容

を紹介します。投資金額は、主に設備金額を集計し、人
件費等は含めておりせん。

廃棄物
国内４工場において発生する廃棄物の分別、排出、保管、

委託処理を管理し、廃棄物の削減・再資源化に取り組ん
でいます。
◆産業廃棄物の推移

2014 年度は生産移管のため廃プラのリサイクルが滞
り、排出量が増加する結果となりましたが、2015 年度
はリサイクルが進みました。

●PRTR 法対象－指定化学物質の排出状況
　(2015 年度 )                                             (t)

※他の工場では、届出対象物質はありません。

環境保全への取り組み
小牧本社工場では、自社商品を使った工場緑化のため

の再生水の活用を行っています。また水資源の有効利用
のため、使用工程を改善し、節水に努めています。

工場緑化対応のポイント
①自動散水システムの導入により無人化
②雨水を散水に活用
③工場排水を散水に利用

特に夏場の芝生への散水は１㎡あたり 1 日５ℓ程度必
要とされています。芝生面積2,000㎡では、1日10㎥（＝
1000ℓ）の水が必要になるため、その分の上下水道費
用の削減を計ることができます。
●水資源の有効利用

アンチモン

塩化第二鉄

四日市工場

犬山工場

化学物質名届出工場
移動量

廃棄物 大気 水域

排出量

土壌

0.35

0

0

0

0

0

0

0

投資金額 主な内容

2011年度 97百万円
照明装置の改善、
高効率変圧器への更新、
環境測定、緑地管理

2012年度 175百万円
高効率空調設備への更新、
インバータ式エアコンプレッサへの
更新

2013年度 120百万円
照明装置の改善、
インバータ式エアコンプレッサへの
更新

2014年度 253百万円
エネルギー転換

（重油、ＬＰガス→都市ガス）
高効率空調設備への更新

2015年度 310百万円
高効率空調設備への更新
コージェネレーション導入 散水ｺﾝﾄﾛｰﾗ

電磁弁

手洗水
雨水

再生水
処理槽

部品洗浄水
冷却水

雨水

手洗水
処理施設

事務所生産工場
散水ｺﾝﾄﾛｰﾗ

電磁弁

手洗水
雨水

再生水
処理槽

部品洗浄水
冷却水

雨水

手洗水
処理施設

事務所生産工場

再生水活用例 
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電動アクチュエータ
KBXシリーズ

標準品のみで、あらゆる搬送シーンに適合した直交搬送
システムが構築でき、単軸から4軸まで組み合わせるこ
とができます。

パイロット式3・5ポート弁
4Gシリーズ

環境性能として新しいコイルアクチュエータの採用によ
り、連続した通電が可能になり、あわせて消費電力の低減
も実現します。

パワフルアーム
PFB2シリーズ

“すべては「働く人」のために”を合言葉に、ヒューマンアシ
スト機器として新しい機構を提案してまいります。

省資源省エネ

省資源

省エネ 省スペース

省スペース

省スペース

環境負荷低減型商品の開発
当社は、より環境レベルの高い商品を生み出すために、開発企画段階より意識的に環境レベル目標を組み込むこ

とが必要と考え、当社独自の「環境適合評価表」（※１）を用い、エコ商品の開発に取り組んでいます。
※１： 環境適合評価表：「顧客環境」と「社内環境」の両面からそれぞれ、「省エネ」「省資源」「廃棄物」「環
 境汚染」の４つの環境負荷項目について、環境レベルを評価するもの。

リチウムイオン電池巻回機

リチウムイオン電池の素子を高速・高精度で製造する機
械です。銅系材料未使用機器製品を採用しています。

環境負荷低減型ブリスターパック
エコブリスタ　FBP/CFFシリーズ

成形スクラップ、エア消費量、消費電力の大幅な削減を可
能とし、設置スペースの削減にも貢献します。

３次元はんだ印刷検査機
VP6000-V/ＶＰ5200-Ｖ

高速・高精度・簡単操作を追及したインラインタイプのはん
だ印刷検査機です。 実装ラインの品質向上に貢献します。

環境汚染対策廃棄物削減

廃棄物削減

省資源

環境汚染対策省資源省エネ

環境汚染対策廃棄物削減省エネ

地球環境に配慮した商品の提供と企業活動を通じて持続的な環境保護に努めてまいります。

地球環境に配慮した商品

【自動機械商品】 【機器商品】
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公正な事業慣行

コンプライアンスの考え方
当社は、従業員の職務執行が法令および定款に適合し、

かつ社会的責任および企業倫理を果たすため、「社会的責
任の自覚」を経営理念の一つとして定め、行動規準を整
備し、社内周知徹底を図っています。法令順守の事例と
して、安全保障輸出管理規程、違法行為通報規程を制定
しています。

国内・海外コンプライアンス推進
当社は、企業理念および経営理念に基づいた行動を実

践するため、全従業員を対象に行動規準マニュアルを配
布しています。国内外の子会社についても、子会社管理
規程を定め、業務の適正を確保しています。

教育・啓発活動
当社は、従業員に対し、役割等級ごとの研修および各

部門における教育訓練により、コンプライアンス教育を
計画的に実施しています。

内部通報制度
当社は、社内における組織的または個人的な法令違反

行為等に関する従業員からの通報を適正に処理する仕組
みを定めることにより、法令違反行為等の早期発見と是
正を図り、法令順守を徹底しています。

個人情報保護規程
高度情報通信社会の進展に伴って、当社が取得、保有

する個人情報につき、保護の重要性を認識し、CKD プラ
イバシーポリシーに基づき、適正な取り扱いを徹底して
います。また、CKD プライバシーポリシーは当社ホーム
ページにて公開しています。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/privacy/index.htm

●通報処理体制

情報セキュリティ委員会

個人情報保護管理者【総務部長】

 情報システム
管理責任者

（情報システム部長）

監
査
責
任
者【
内
部
監
査
室
長
】

問い合わせ窓口
【対社外】
（総務部）

問い合わせ窓口
【対社内】
（人事部）

●組織図

代表取締役社長（管理責任者）

グッドバリュー推進委員会
（社内通報窓口）社外監査役

通報者

④指示③（⑦）報告

①通報 ⑧回答

②連絡②連絡
①通報等 ⑧回答

⑤調査・是正
    等の指示

⑥報告

関
係
部
門

弁護士（社外通報窓口）

社員一人ひとりが日常の中で、高い倫理観を持って誠実に行動するための行動規準を制定しています。

コンプライアンス

購買理念
健全な経営、確実な品質のお取引先様からの購買を拡

大し、相互発展を目指します。

基本方針
1. 顧客ニーズに応えるための改善活動を推進します。 
2. パートナーであるお取引先様との信頼関係を大切に  
 します。 
3. 関連法規や社会規範を順守します。 
4. 国内外を問わず、技術力の高いお取引先様との
 公平･公正なお取引を目指します。 
5. 購買活動を通じて地球環境の保全に貢献します。

グリーン調達の推進
環境方針に基づき、従来の「品質、価格、納期」に加え、「環

境」をキーワードとし、調達の段階から環境に配慮した
グリーン調達を行っています。お取引先様のご理解を得
るために、グリーン調達に関する当社の基本的な考えを
以下の内容で策定し、当社の基準よりグリーン調達度の
高いお取引先様より優先的に調達しています。

グローバル調達の推進
国内のみならず、中国、タイ、マレーシア、インドネシア、

韓国においても生産活動を行っておりグローバルな視点
で高品質そして環境に配慮した商品を提供しています。
今後ますますアジアのマーケットが拡大する中で、国内
外において技術力の高いお取引先様と、積極的な取引を
展開していきます。

公平・公正な調達
購買の基本方針に基づき、お取引先様と公平・公正な

取引を行っています。
毎年、主要取引先を対象に「方針説明会」を開催し、

お取引先様への積極的な情報開示を行っています。また、
CKD 評価制度により、客観的な指標に基づいた取引改善
を推進すると共に、評価の高いお取引先様への発注の拡
大を進めています。

生産動向説明会
2016年4月18日名古屋市内のホテルにて、「2016

年度 ＣＫＤ生産動向説明会」を開催しました。海外生産
拠点でも大変お世話になっている現地のお取引先様6社
を含めた、自動機・機器の主要購買先様94社117名の
皆様にお集まりいただきました。

CKDを取り巻く環境と2016年度の社長方針、自動機
械とビジネスユニットごとの生産動向等を説明させてい
ただき、購買方針に沿った生産活動をパートナー企業様
と共に進めていくことをお願いしました。

また、社長挨拶、購買方針説明の中では特にBCP策定
について、購買先様に強くお願いしました。「東日本大震
災」や「熊本地震」を受け、今や自然災害に対するリス
ク管理は最重要かつ不可欠であり、当社でも「南海トラ
フ巨大地震」を想定したBCP策定が急務と考えておりま
す。購買先様にBCP策定をお願いするだけでなく、購買
先様と一緒になって進めることで、双方の事業継続と発
展、社会貢献を目指してまいります。
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公正な事業慣行

コンプライアンスの考え方
当社は、従業員の職務執行が法令および定款に適合し、

かつ社会的責任および企業倫理を果たすため、「社会的責
任の自覚」を経営理念の一つとして定め、行動規準を整
備し、社内周知徹底を図っています。法令順守の事例と
して、安全保障輸出管理規程、違法行為通報規程を制定
しています。

国内・海外コンプライアンス推進
当社は、企業理念および経営理念に基づいた行動を実

践するため、全従業員を対象に行動規準マニュアルを配
布しています。国内外の子会社についても、子会社管理
規程を定め、業務の適正を確保しています。

教育・啓発活動
当社は、従業員に対し、役割等級ごとの研修および各

部門における教育訓練により、コンプライアンス教育を
計画的に実施しています。

内部通報制度
当社は、社内における組織的または個人的な法令違反

行為等に関する従業員からの通報を適正に処理する仕組
みを定めることにより、法令違反行為等の早期発見と是
正を図り、法令順守を徹底しています。

個人情報保護規程
高度情報通信社会の進展に伴って、当社が取得、保有

する個人情報につき、保護の重要性を認識し、CKD プラ
イバシーポリシーに基づき、適正な取り扱いを徹底して
います。また、CKD プライバシーポリシーは当社ホーム
ページにて公開しています。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/privacy/index.htm

購買理念
健全な経営、確実な品質のお取引先様からの購買を拡

大し、相互発展を目指します。

基本方針
1. 顧客ニーズに応えるための改善活動を推進します。 
2. パートナーであるお取引先様との信頼関係を大切に  
 します。 
3. 関連法規や社会規範を順守します。 
4. 国内外を問わず、技術力の高いお取引先様との
 公平･公正なお取引を目指します。 
5. 購買活動を通じて地球環境の保全に貢献します。

グリーン調達の推進
環境方針に基づき、従来の「品質、価格、納期」に加え、「環

境」をキーワードとし、調達の段階から環境に配慮した
グリーン調達を行っています。お取引先様のご理解を得
るために、グリーン調達に関する当社の基本的な考えを
以下の内容で策定し、当社の基準よりグリーン調達度の
高いお取引先様より優先的に調達しています。

グローバル調達の推進
国内のみならず、中国、タイ、マレーシア、インドネシア、

韓国においても生産活動を行っておりグローバルな視点
で高品質そして環境に配慮した商品を提供しています。
今後ますますアジアのマーケットが拡大する中で、国内
外において技術力の高いお取引先様と、積極的な取引を
展開していきます。

公平・公正な調達
購買の基本方針に基づき、お取引先様と公平・公正な

取引を行っています。
毎年、主要取引先を対象に「方針説明会」を開催し、

お取引先様への積極的な情報開示を行っています。また、
CKD 評価制度により、客観的な指標に基づいた取引改善
を推進すると共に、評価の高いお取引先様への発注の拡
大を進めています。

生産動向説明会
2016年4月18日名古屋市内のホテルにて、「2016

年度 ＣＫＤ生産動向説明会」を開催しました。海外生産
拠点でも大変お世話になっている現地のお取引先様6社
を含めた、自動機・機器の主要購買先様94社117名の
皆様にお集まりいただきました。

CKDを取り巻く環境と2016年度の社長方針、自動機
械とビジネスユニットごとの生産動向等を説明させてい
ただき、購買方針に沿った生産活動をパートナー企業様
と共に進めていくことをお願いしました。

また、社長挨拶、購買方針説明の中では特にBCP策定
について、購買先様に強くお願いしました。「東日本大震
災」や「熊本地震」を受け、今や自然災害に対するリス
ク管理は最重要かつ不可欠であり、当社でも「南海トラ
フ巨大地震」を想定したBCP策定が急務と考えておりま
す。購買先様にBCP策定をお願いするだけでなく、購買
先様と一緒になって進めることで、双方の事業継続と発
展、社会貢献を目指してまいります。

グリーン調達に関する基本的な考え方
(1) 法規制の順守・化学物質管理
(2) 環境保全活動の推進 
(3) 省資源・リサイクル 
(4) 廃棄物管理・削減
(5) 環境情報の提供
(6) 労働安全衛生

購買活動の理念および基本方針を定め、お取引先様との公平・公正な取引によりパートナーシップを強め、共栄を
目指します。

お取引先様とともに

BCP のイメージ図

公正な事業慣行

コンプライアンスの考え方
当社は、従業員の職務執行が法令および定款に適合し、

かつ社会的責任および企業倫理を果たすため、「社会的責
任の自覚」を経営理念の一つとして定め、行動規準を整
備し、社内周知徹底を図っています。法令順守の事例と
して、安全保障輸出管理規程、違法行為通報規程を制定
しています。

国内・海外コンプライアンス推進
当社は、企業理念および経営理念に基づいた行動を実

践するため、全従業員を対象に行動規準マニュアルを配
布しています。国内外の子会社についても、子会社管理
規程を定め、業務の適正を確保しています。

教育・啓発活動
当社は、従業員に対し、役割等級ごとの研修および各

部門における教育訓練により、コンプライアンス教育を
計画的に実施しています。

内部通報制度
当社は、社内における組織的または個人的な法令違反

行為等に関する従業員からの通報を適正に処理する仕組
みを定めることにより、法令違反行為等の早期発見と是
正を図り、法令順守を徹底しています。

個人情報保護規程
高度情報通信社会の進展に伴って、当社が取得、保有

する個人情報につき、保護の重要性を認識し、CKD プラ
イバシーポリシーに基づき、適正な取り扱いを徹底して
います。また、CKD プライバシーポリシーは当社ホーム
ページにて公開しています。

《URL》
http://www.ckd.co.jp/privacy/index.htm

●通報処理体制

情報セキュリティ委員会

個人情報保護管理者【総務部長】

 情報システム
管理責任者

（情報システム部長）

監
査
責
任
者【
内
部
監
査
室
長
】

問い合わせ窓口
【対社外】
（総務部）

問い合わせ窓口
【対社内】
（人事部）

●組織図

代表取締役社長（管理責任者）

グッドバリュー推進委員会
（社内通報窓口）社外監査役

通報者

④指示③（⑦）報告

①通報 ⑧回答

②連絡②連絡
①通報等 ⑧回答

⑤調査・是正
    等の指示

⑥報告

関
係
部
門

弁護士（社外通報窓口）

社員一人ひとりが日常の中で、高い倫理観を持って誠実に行動するための行動規準を制定しています。

コンプライアンス

購買理念
健全な経営、確実な品質のお取引先様からの購買を拡

大し、相互発展を目指します。

基本方針
1. 顧客ニーズに応えるための改善活動を推進します。 
2. パートナーであるお取引先様との信頼関係を大切に  
 します。 
3. 関連法規や社会規範を順守します。 
4. 国内外を問わず、技術力の高いお取引先様との
 公平･公正なお取引を目指します。 
5. 購買活動を通じて地球環境の保全に貢献します。

グリーン調達の推進
環境方針に基づき、従来の「品質、価格、納期」に加え、「環

境」をキーワードとし、調達の段階から環境に配慮した
グリーン調達を行っています。お取引先様のご理解を得
るために、グリーン調達に関する当社の基本的な考えを
以下の内容で策定し、当社の基準よりグリーン調達度の
高いお取引先様より優先的に調達しています。

グローバル調達の推進
国内のみならず、中国、タイ、マレーシア、インドネシア、

韓国においても生産活動を行っておりグローバルな視点
で高品質そして環境に配慮した商品を提供しています。
今後ますますアジアのマーケットが拡大する中で、国内
外において技術力の高いお取引先様と、積極的な取引を
展開していきます。

公平・公正な調達
購買の基本方針に基づき、お取引先様と公平・公正な

取引を行っています。
毎年、主要取引先を対象に「方針説明会」を開催し、

お取引先様への積極的な情報開示を行っています。また、
CKD 評価制度により、客観的な指標に基づいた取引改善
を推進すると共に、評価の高いお取引先様への発注の拡
大を進めています。

生産動向説明会
2016年4月18日名古屋市内のホテルにて、「2016

年度 ＣＫＤ生産動向説明会」を開催しました。海外生産
拠点でも大変お世話になっている現地のお取引先様6社
を含めた、自動機・機器の主要購買先様94社117名の
皆様にお集まりいただきました。

CKDを取り巻く環境と2016年度の社長方針、自動機
械とビジネスユニットごとの生産動向等を説明させてい
ただき、購買方針に沿った生産活動をパートナー企業様
と共に進めていくことをお願いしました。

また、社長挨拶、購買方針説明の中では特にBCP策定
について、購買先様に強くお願いしました。「東日本大震
災」や「熊本地震」を受け、今や自然災害に対するリス
ク管理は最重要かつ不可欠であり、当社でも「南海トラ
フ巨大地震」を想定したBCP策定が急務と考えておりま
す。購買先様にBCP策定をお願いするだけでなく、購買
先様と一緒になって進めることで、双方の事業継続と発
展、社会貢献を目指してまいります。
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消費者に関する課題

顧客志向の徹底
経営理念の一つに「顧客志向の徹底」を掲げ、商品

およびサービスを適切な価格でタイムリーに提供して
います。また、常にお客様の声に耳を傾け、用途や使
用方法などを十分検討し、最適な商品を提供していま
す。

◆商品情報提供
お客様が合理的に商品およびサービスを選択できる

よう、ホームページを更新しています。また、各商品
の実物を「見て」「知って」「体感」していただくために、
展示会を国内外で積極的に開催しています。本社に併
設したショールームでは、各種商品説明や海外拠点生
産品を展示しており、多くのお客様に商品情報を提供
しています。

機器商品は、ホームページ上で新商品やカタログ、
CAD データ、各種取り扱い説明書、機種選定システ
ムなどを提供するほか、代理店様向け商品情報サービ

スを通じてよりきめ細かな情報提供を心がけていま
す。技術支援を必要とされるお客様には、フリーアク
セス相談窓口を設け、サポート体制を整えています。
また、全国の営業所が主体に開催する「空気圧システ
ム技術セミナー」により、空気圧機器への理解促進を
図っています。

自動機械装置は、個別対応を基本に、カスタマイズ
を重視した商品提供を行い、アフターフォローの充実
から安全・安心を提供しています。

＊機器商品　お客様技術相談窓口＊ 
フリーアクセス 0120-771060 
受付時間　9:00 ～ 12:00/13:00 ～ 17:00 

（土日、休日除く）
 

　《URL》
http://www.ckd.co.jp/inquiry/index.htm

●ホームページ ●ショールーム

●展示会

常に顧客志向の精神と謙虚な心で対応し、安全・品質を重視し、地球環境に配慮した商品でお客様にご満足いただ
ける商品・サービスを提供します。

お客様とともに
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安全性と品質重視の商品提供
CKD 行動規準に、高い品質と安全性を備えた商品

を提供することを定めています。
実践するにあたり、品質方針と ISO9001 を柱に

した品質マネジメントを構築し、年２回の内部監査と
マネジメントレビューで運用状況を評価しています。
また、商品開発段階において、品質工学や信頼性手法
を取り入れて不具合の予測・予防力の強化を図るなど、
持続的な品質向上に取り組んでいます。
毎年 11 月は品質月間として、海外子会社を含む全

従業員が品質宣言を提示し、品質重視の意識を高める
取り組みをしています。

環境保全型商品の拡販
営業活動から得られたお客様の環境負荷低減要求を
直接的に反映させる「新製品開発提案」活動を実施し
ています。
現在の省資源・省エネルギーは世界的な市場要求に
なってきています。当社では、既存商品の中で、ハイ
ブリット車や電気自動車向けリチウムイオン電池製造
関連装置など環境保全商品を手がけております。今後
さらに環境保全ビジネスを強化していくため、新たに
開発する商品全てにおいて、環境に配慮した商品開発
にも力を注ぎ、環境に優しい新商品をご提案しており
ます。
( 関連するページ P24「環境に配慮した商品開発の
取り組み」）

●2016年度品質方針（2016年４月１日改定版） ●環境保全型商品のパンフレット

消費者に関する課題

顧客志向の徹底
経営理念の一つに「顧客志向の徹底」を掲げ、商品

およびサービスを適切な価格でタイムリーに提供して
います。また、常にお客様の声に耳を傾け、用途や使
用方法などを十分検討し、最適な商品を提供していま
す。

◆商品情報提供
お客様が合理的に商品およびサービスを選択できる

よう、ホームページを更新しています。また、各商品
の実物を「見て」「知って」「体感」していただくために、
展示会を国内外で積極的に開催しています。本社に併
設したショールームでは、各種商品説明や海外拠点生
産品を展示しており、多くのお客様に商品情報を提供
しています。

機器商品は、ホームページ上で新商品やカタログ、
CAD データ、各種取り扱い説明書、機種選定システ
ムなどを提供するほか、代理店様向け商品情報サービ

スを通じてよりきめ細かな情報提供を心がけていま
す。技術支援を必要とされるお客様には、フリーアク
セス相談窓口を設け、サポート体制を整えています。
また、全国の営業所が主体に開催する「空気圧システ
ム技術セミナー」により、空気圧機器への理解促進を
図っています。

自動機械装置は、個別対応を基本に、カスタマイズ
を重視した商品提供を行い、アフターフォローの充実
から安全・安心を提供しています。

＊機器商品　お客様技術相談窓口＊ 
フリーアクセス 0120-771060 
受付時間　9:00 ～ 12:00/13:00 ～ 17:00 

（土日、休日除く）
 

　《URL》
http://www.ckd.co.jp/inquiry/index.htm

●ホームページ ●ショールーム

●展示会

常に顧客志向の精神と謙虚な心で対応し、安全・品質を重視し、地球環境に配慮した商品でお客様にご満足いただ
ける商品・サービスを提供します。

お客様とともに
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コミュニティへの参画

社会貢献の基本方針
良き企業市民として社会とのかかわりを大切にし、
社会貢献活動を推進し、豊かな社会づくりに貢献し
ます。（企業理念・経営理念・行動規準に基づく）

方策

次世代の
育成への貢献

社会や文化の
発展への貢献

環境保全への
貢献

地域社会への貢献
◆「モノづくりから学ぶ理科教室」

地元小牧市の小学生を対象に「モノづくりから学ぶ理科教
室」を開催しています。

子供たちの理科離れが進んでいる問題解決に向け、理科
に関心を持ってもらうため、また未来を担う子どもたちの育
成を目的としています。

風車やスポイドロケットの制作を通じて、当社製品の核と
なる「空気の力」を体験しました。工場では実際に空気の力
を利用している製品を見学してもらい、理科への興味関心の
向上やCKDがどんな会社かを知ってもらうきっかけとなり
ました。

　 

◆「CKDの森づくり活動」
愛知県瀬戸市にある「海上（かいしょ）の森」で、社員とそ

の家族を対象にボランティアを募集し森林保全活動を実施
しています。間伐や除伐、見晴らし台周辺の林内整理や遊歩
道の保全など、年間を通じて継続的に活動しています。

地域福祉活動
◆CSR基金

2006年６月より、社会への貢献を目的に、CSR基金の運
用を開始しています。2015年度は、東日本大震災で被災し
た子供への支援や医療福祉団体への寄付などを積極的に行
いました。

◆ボランティア休暇制度の制定
社員の社会貢献活動を支援するため、年間３日あるいは５

日以内のボランティア休暇の取得が可能です。
福祉活動、災害救援活動・復旧活動、自然環境保護活動な

ど広域にわたり、社員一人ひとりが身近な社会に貢献できる
体制を整えています。

地域社会と共存し、社会に貢献できる開かれた企業を目指します。

地域社会とともに

2011年度 6名
2012年度 2名
2013年度 5名
2014年度 5名
2015年度 5名

芸術・スポーツ振興
30%

災害・被災地支援
23%

環境保全
18%

次世代育成
15%

医療・福祉
7%

その他
3%

福利厚生
2%

地域行事
2%

ボランティア休暇取得状況



30CKD CSR レポート 2016

組
織
統
治

人
権
・
労
働
慣
行

環
境

公
正
な
事
業
慣
行

消
費
者
に
関
す
る
課
題

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
参
画

大山川クリーンアップ活動
毎年、地域住民と共同で実施する

「大山川クリーンアップ（清掃）」。本

社工場のある愛知県小牧市の中心を流

れる大山川を再生し、豊かな自然を残

す活動に参加しています。

薬学生実務実習
薬学教育の５年生を対象とした実

務実習を実施しています。「ＰＴＰシー

トに対する知識を深める」というテー

マで実習を開催し、医薬品用ＰＴＰ包

装機の実機を運転してＰＴＰシートが

どのようにして製造されるのかを学ん

でいただきました。

※ＰＴＰ（Press Through Package)

　押し出して取り出す包装の意味

「がん検診企業アクション推進パートナー企業」に登録
厚生労働省では、「がん予防・早期

発見」を積極的に推進すべく、がん検

診受診率の向上に向けて「がん検診受

診促進企業連携推進事業」（通称：が

ん検診企業アクション）を 2009 年

より推進しています。

当社もがん検診の重要性を理解し、

2011 年 10 月に「がん検診企業ア

クション推進パートナー企業」に登録

しました。

海外での環境保全活動
海外子会社ＣＫＤ中国は、中国で有

名な太湖の水質汚染を防ぐため、表面

処理排水を再利用、蒸発させ排水を外

に出さない排水処理装置を導入し、水

質汚染防止に取り組んでいます。

また PM2.5 など深刻な大気汚染問

題を受け、汚染の原因となる溶剤塗装

を粉体塗装に切り換え、排ガス発生源

を無くす活動や、止むを得ず汚染排気

が出る場合は、排ガス処理装置導入し、

浄化後排出をいたします。

ダイカスト棟では離型剤再利用装置

や、気化熱を利用したクーリングファ

ン、LED 照明採用など、省エネと地

球環境に優しい取り組みを率先して実

施しております。

海外での福祉活動
海外子会社 CKD タイでは、両親

のいない子供たちが暮らす施設や特殊

教育センター、学校などに日用品やお

もちゃ、使用しなくなったパソコンな

どを寄附する活動を行っています。

海外での学校交流活動
海外子会社ＣＫＤ中国の現地生産

法人では、近隣の学校と交流を図る目

的で、学生を工場見学に招いたり、学

校の授業で講師を務めるなどの取り組

みを行っています。

「TABLE FOR TWO」を実施
「TABLE FOR TWO」と は、食 堂

で提供するヘルシーメニューに 20 

円の寄付金を含み、集まった寄付金で

アフリカの子供達へ給食を送る活動で

す。4 工場の社員食堂で実施していま

す。

エコキャップ・使用済み切手　回収活動
エコキャップと使用済み切手の回

収活動を実施しています。

回収したエコキャップを再資源化

業者へ売却した売上益を世界中の子ど

もたちのワクチン接種費用として寄附

します。

使用済み切手は、海外医療支援を

行う団体に寄付し、コレクターへ売却

した売上益が活動資金となります。

こども 110 番への協力
地域の子どもたちの交通安全と不

審者から守るため、緊急時に駆け込め

る場所としてこども 110 番に協力し

ています。

尾張広域緑道の清掃活動
犬山工場に隣接する尾張広域緑道

の清掃活動を毎回約１５０名の参加者

で実施しています。清掃範囲は緑道上

の公園・多目的グラウンド等で、毎年

夏には地域の盆踊り会場としても利用

されています。

献血運動への積極的な取り組み
2006 年から社会貢献の一環とし

て、毎年４月に献血活動を実施してい

ます。2015 年度は 202 名が参加し

ました。

コミュニティへの参画

社会貢献の基本方針
良き企業市民として社会とのかかわりを大切にし、
社会貢献活動を推進し、豊かな社会づくりに貢献し
ます。（企業理念・経営理念・行動規準に基づく）

方策

次世代の
育成への貢献

社会や文化の
発展への貢献

環境保全への
貢献

地域社会への貢献
◆「モノづくりから学ぶ理科教室」

地元小牧市の小学生を対象に「モノづくりから学ぶ理科教
室」を開催しています。

子供たちの理科離れが進んでいる問題解決に向け、理科
に関心を持ってもらうため、また未来を担う子どもたちの育
成を目的としています。

風車やスポイドロケットの制作を通じて、当社製品の核と
なる「空気の力」を体験しました。工場では実際に空気の力
を利用している製品を見学してもらい、理科への興味関心の
向上やCKDがどんな会社かを知ってもらうきっかけとなり
ました。

　 

◆「CKDの森づくり活動」
愛知県瀬戸市にある「海上（かいしょ）の森」で、社員とそ

の家族を対象にボランティアを募集し森林保全活動を実施
しています。間伐や除伐、見晴らし台周辺の林内整理や遊歩
道の保全など、年間を通じて継続的に活動しています。

地域福祉活動
◆CSR基金

2006年６月より、社会への貢献を目的に、CSR基金の運
用を開始しています。2015年度は、東日本大震災で被災し
た子供への支援や医療福祉団体への寄付などを積極的に行
いました。

◆ボランティア休暇制度の制定
社員の社会貢献活動を支援するため、年間３日あるいは５

日以内のボランティア休暇の取得が可能です。
福祉活動、災害救援活動・復旧活動、自然環境保護活動な

ど広域にわたり、社員一人ひとりが身近な社会に貢献できる
体制を整えています。

地域社会と共存し、社会に貢献できる開かれた企業を目指します。

地域社会とともに

2011年度 6名
2012年度 2名
2013年度 5名
2014年度 5名
2015年度 5名

芸術・スポーツ振興
30%

災害・被災地支援
23%

環境保全
18%

次世代育成
15%

医療・福祉
7%

その他
3%

福利厚生
2%

地域行事
2%

ボランティア休暇取得状況
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